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及び基金の運用状況審査意見書 

長 野 市 監 査 委 員



 

 

監査第 号

平成 年８月 日

長 野 市 長

加 藤 久 雄 様

長野市監査委員 鈴 木 栄 一

同 小 澤 輝 彦

同 近 藤 満 里

同 小 林 治 晴

平成 年度長野市一般会計・特別会計決算

及び基金の運用状況の審査意見について

地方自治法第 条第２項及び同法第 条第５項の規定により審査に付された平成 年度

長野市一般会計・特別会計決算及びその附属書類並びに基金の運用状況を審査したので、次の

とおり意見を提出します。
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２ 住宅新築資金等貸付事業特別会計

３ 駐車場事業特別会計

４ 飯綱高原スキー場事業特別会計

５ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

６ 介護保険特別会計



 

 

７ 授産施設特別会計

８ 鬼無里大岡観光施設事業特別会計

９ 後期高齢者医療特別会計

公共料金等集合支払特別会計

財産に関する調書

平成 年度基金の運用状況審査意見

第１ 審査の対象

第２ 審査の期間

第３ 審査の方法

第４ 審査の結果

１ 長野市奨学基金

２ 長野市土地開発基金

審 査 資 料

注 １ 文中及び各表中に表示する千円単位の数値は、原則として単位未満を四捨五入した。

したがって表の合計額等は一致しない場合がある。

２ 比率（％）は、原則として小数点以下第二位を四捨五入した。

３ 構成比率（％）は、合計が となるよう一部調整した。

４ ポイントとは百分率（％）間の単純差引数値である。
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７ 授産施設特別会計

８ 鬼無里大岡観光施設事業特別会計

９ 後期高齢者医療特別会計

公共料金等集合支払特別会計

財産に関する調書

平成 年度基金の運用状況審査意見

第１ 審査の対象

第２ 審査の期間

第３ 審査の方法

第４ 審査の結果

１ 長野市奨学基金

２ 長野市土地開発基金

審 査 資 料

注 １ 文中及び各表中に表示する千円単位の数値は、原則として単位未満を四捨五入した。

したがって表の合計額等は一致しない場合がある。

２ 比率（％）は、原則として小数点以下第二位を四捨五入した。

３ 構成比率（％）は、合計が となるよう一部調整した。

４ ポイントとは百分率（％）間の単純差引数値である。

 

 － －

平成 年度長野市一般会計・特別会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 各会計の決算

平成 年度長野市一般会計

同 国民健康保険特別会計

同 住宅新築資金等貸付事業特別会計

同 駐車場事業特別会計

同 飯綱高原スキー場事業特別会計

同 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

同 介護保険特別会計

同 授産施設特別会計

同 鬼無里大岡観光施設事業特別会計

同 後期高齢者医療特別会計

同 公共料金等集合支払特別会計

２ 附属書類

平成 年度長野市各会計歳入歳出決算事項別明細書

同 各会計実質収支に関する調書

同 財産に関する調書

第２ 審査の期間

平成 年６月 日から８月 日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、各会計の決算書及びその附属書類が地方自治法及びその他の関係法令

に準拠して作成されているかを確認し、計数が正確であるか、予算の執行が適正かつ効率的

に行われているかについて、会計管理者及び関係課所管の諸帳簿、証書類と照合するととも

に、関係職員の説明聴取を実施した。

また、例月現金出納検査、定期監査及び随時監査の結果も参考にして審査した。
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 － －

第４ 審査の結果

各会計の決算書及びその附属書類は､いずれも関係法令に準拠して作成されており､その計

数は、関係諸帳簿と符合し正確であるものと認められた。

また、予算の執行状況は､その目的に沿っておおむね適正に執行されているものと認められ

た。その状況及びこれに対する意見は、それぞれの項において述べるとおりである。



 

 

総 括 一 般 会 計
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 － －

第４ 審査の結果

各会計の決算書及びその附属書類は､いずれも関係法令に準拠して作成されており､その計

数は、関係諸帳簿と符合し正確であるものと認められた。

また、予算の執行状況は､その目的に沿っておおむね適正に執行されているものと認められ

た。その状況及びこれに対する意見は、それぞれの項において述べるとおりである。

 

 － －

総 括

１ 決算の概況

当年度における一般会計及び特別会計の予算額は 千円（前年度に比較して ％減少）

で、これに対する決算額は、

歳 入 千円 （前年度に比較して ％減少）

歳 出 千円 （前年度に比較して ％減少）

差 引 千円 （前年度に比較して ％減少）

となっている。

一般会計・特別会計の決算状況は、次表のとおりである。

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決算額のうちには、各会計相互間、国民健康保険特別会計の事業勘定・直診勘定間及び介護保

険特別会計の保険事業勘定・介護サービス事業勘定間の繰入額・繰出額が含まれているので、これを

控除した純計決算額は、 

歳 入 千円 （前年度に比較して ％減少）

歳 出 千円 （前年度に比較して ％減少）

である。

　 　　　（単位　千円・％）

年度

区分 増減額 前年度対比

△ 16,992,500

△ 10,703,029

△ 8,319,352

△ 2,941,927

△ 8,746,593

△ 2,756,039

△ 613,129

△ 185,888

ポイント

△ 0.9
ポイント

ポイント

ポイント

△ 0.1
ポイント

ポイント

予算現額

予算決算

対　　比

24年度25年度
前年度比較

27年度 26年度 23年度

歳入歳出

差引残高

歳　出

決算額

歳　入

決算額

特別会計

特別会計

一般会計

特別会計

一般会計

一般会計

一般会計

計

計

一般会計

一般会計

特別会計

特別会計

計

特別会計

計

歳

入

歳

出

計

計
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 － －

純計決算額の推移は、次表のとおりである。

歳入決算額を財源別に見ると、次表のとおりである。

市債の現在高は、次表のとおりである。

当年度の借入額は一般会計及び特別会計で 千円、償還額は 千円で、年度末

残高は 千円となった。

  （単位　千円・％）

前年度

27年度 26年度 対  比

歳 入

歳 出

歳 入

歳 出

歳入歳出差引残額

純 計

区　　分

決    算    額 指   数

26年度 25年度 27年度

     （注）指数は、平成25年度を100とした。

総 計

重複控除額

  （単位　千円・％）

会計別

財源別 決算額 構成比率 構成比率 構成比率

依　存　財　源

合　　　　計

一般会計

決算額

特別会計

自　主　財　源

決算額

計

（単位　千円）

会計別

区 分
26年度末現在高

合　　　　計

27年度借入額

一　般　会　計

27年度償還額

特　別　会　計

27年度末現在高
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 － －

純計決算額の推移は、次表のとおりである。

歳入決算額を財源別に見ると、次表のとおりである。

市債の現在高は、次表のとおりである。

当年度の借入額は一般会計及び特別会計で 千円、償還額は 千円で、年度末

残高は 千円となった。

  （単位　千円・％）

前年度

27年度 26年度 対  比

歳 入

歳 出

歳 入

歳 出

歳入歳出差引残額

純 計

区　　分

決    算    額 指   数

26年度 25年度 27年度

     （注）指数は、平成25年度を100とした。

総 計

重複控除額

  （単位　千円・％）

会計別

財源別 決算額 構成比率 構成比率 構成比率

依　存　財　源

合　　　　計

一般会計

決算額

特別会計

自　主　財　源

決算額

計

（単位　千円）

会計別

区 分
26年度末現在高

合　　　　計

27年度借入額

一　般　会　計

27年度償還額

特　別　会　計

27年度末現在高

 

 － －

普通会計における市債の借入先及び利率は、次表のとおりである。

２ 決算収支の状況

決算収支状況の推移は、次表のとおりである。

（単位　千円・％）

1.5%以下
1.5%超
3.0%以下

3.0%超
4.5%以下

4.5%超
6.0%以下

6.0%超

金　額

構成比率

区分 借 入 先 年度末現在高
年度末現在高の利率別内訳

普
通
会
計

財政融資資金・旧郵政公社資金

地方公共団体金融機構
（旧地方公営企業等金融機構資金）

合　　計

そ の 他

市中銀行

　　　　　（単位　千円・％）

区分

年度
27年度 26年度 25年度 前年度対比

形式収支額
一般会計

（歳入歳出差引額）
特別会計

合　　計

一般会計

翌年度繰越財源 特別会計

合　　計

一般会計

実質収支額 特別会計

合　　計

一般会計 △ 66,906

単年度収支額 特別会計 △ 609,129 △ 194,373

合　　計 △ 279,832 △ 261,279
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 － －

（ ）実質収支

当年度の形式収支額は 千円であるが、翌年度への繰越財源 千円を控除した実

質収支額は 千円の黒字で、このうち地方自治法第 条の２の規定による基金繰入額

千円を控除した額が翌年度へ一般財源として繰り越されている。

（ ）単年度収支

当年度の実質収支額から、これに含まれている前年度の実質収支額 千円を差し引いた単

年度収支額は 千円の赤字で、前年度に比較して 千円の減少となっている。

３ 財政状況 

普通会計における財政の状況は、次表のとおりである。

 

（注１）本表は、地方財政状況調査表による普通会計決算（一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、母子父子寡

婦福祉資金貸付事業特別会計及び授産施設特別会計）の数値である。なお、経常収支比率については、減収補填債及び

臨時財政対策債を含めて算出された数値である。 

（注２）中核市平均は、各年４月１日現在の中核市を対象に監査委員事務局において算出している。

　　（単位　千円・％)

前年度

対　比 26年度 25年度

△ 528,363

－

△ 722,408

－

△ 2,719,497

－

△ 2.3 －

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

財 政 力 指 数

経 常 一 般 財 源 等

中核市平均数値
区　　　　分 27年度 26年度 比較増減

実 質 公 債 費 比 率

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等

経 常 収 支 比 率

標 準 財 政 規 模

経常一般財源等比率
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 － －

（ ）実質収支

当年度の形式収支額は 千円であるが、翌年度への繰越財源 千円を控除した実

質収支額は 千円の黒字で、このうち地方自治法第 条の２の規定による基金繰入額

千円を控除した額が翌年度へ一般財源として繰り越されている。

（ ）単年度収支

当年度の実質収支額から、これに含まれている前年度の実質収支額 千円を差し引いた単

年度収支額は 千円の赤字で、前年度に比較して 千円の減少となっている。

３ 財政状況 

普通会計における財政の状況は、次表のとおりである。

 

（注１）本表は、地方財政状況調査表による普通会計決算（一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、母子父子寡

婦福祉資金貸付事業特別会計及び授産施設特別会計）の数値である。なお、経常収支比率については、減収補填債及び

臨時財政対策債を含めて算出された数値である。 

（注２）中核市平均は、各年４月１日現在の中核市を対象に監査委員事務局において算出している。

　　（単位　千円・％)

前年度

対　比 26年度 25年度

△ 528,363

－

△ 722,408

－

△ 2,719,497

－

△ 2.3 －

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

財 政 力 指 数

経 常 一 般 財 源 等

中核市平均数値
区　　　　分 27年度 26年度 比較増減

実 質 公 債 費 比 率

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等

経 常 収 支 比 率

標 準 財 政 規 模

経常一般財源等比率

 

 － －

（ ）財政力指数

普通交付税を算出するために用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去

３か年の平均値である。この指数が１に近く、１を超えるほど、財源に余裕があるものとされている。

当年度は で、前年度に比較して 上昇（改善）している。

（ ）経常収支比率

市税等の経常的な収入が、人件費、扶助費、公債費などの経常的な支出に、どの程度充てられてい

るかを示すもので、この比率が低いほど、財政構造に弾力性があるとされている。

当年度は ％で、前年度に比較して ポイント上昇（悪化）している。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

財政力指数の推移
長野市

中核市平均

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

経常収支比率の推移
長野市

中核市平均
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 － －

（ ）経常一般財源等比率

経常的に収入される一般財源等の標準財政規模に対する割合を示すもので、この比率が ％を超

える度合が高いほど一般財源に余裕があることを示すものである。

当年度は ％で、前年度に比較して ポイント上昇（改善）している。

（ ）実質公債費比率

公債費や公営企業債に対する繰出金など、実質的な公債費に相当する額の標準財政規模に対する割

合を示すもので、過去３か年の平均値であり、公債費に係る財政負担の程度を表すものである。

当年度は ％で、前年度に比較して ポイント低下（改善）している。

地方債協議制への移行に伴い、平成 年度から新たに導入された指標で、健全化判断比率にもなっ

ている。これが、 ％以上になると地方債の発行に許可が必要となり、 ％以上になると財政健全化

計画の策定が義務付けられる。

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

経常一般財源等比率の推移 長野市

中核市平均

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

実質公債費比率の推移 長野市

中核市平均
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 － －

（ ）経常一般財源等比率

経常的に収入される一般財源等の標準財政規模に対する割合を示すもので、この比率が ％を超

える度合が高いほど一般財源に余裕があることを示すものである。

当年度は ％で、前年度に比較して ポイント上昇（改善）している。

（ ）実質公債費比率

公債費や公営企業債に対する繰出金など、実質的な公債費に相当する額の標準財政規模に対する割

合を示すもので、過去３か年の平均値であり、公債費に係る財政負担の程度を表すものである。

当年度は ％で、前年度に比較して ポイント低下（改善）している。

地方債協議制への移行に伴い、平成 年度から新たに導入された指標で、健全化判断比率にもなっ

ている。これが、 ％以上になると地方債の発行に許可が必要となり、 ％以上になると財政健全化

計画の策定が義務付けられる。

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
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４ むす び 
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基幹収入である市税は、雇用環境の改善に伴う納税義務者数の増加などにより個人市民税が増とな
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５億円余の減少（前年度比 ％減）となった。さらに、地方交付税、臨時財政対策債なども減少し

たことから、普通会計における経常収支比率は ％となり、前年度の ％から ポイント上昇

（悪化）した。平成 年度の中核市平均は ％であるものの、本数値の上昇は、財政構造の硬直

化を示すものであることから、引き続き注意が必要である。

また、本年度の普通建設事業費は、第一庁舎・長野市芸術館建設事業分が増加したものの、単独事

業では消防救急無線デジタル化整備事業や斎場整備事業分が、補助事業では南長野運動公園総合球技

場整備事業や長野駅善光寺口駅前広場整備事業分が減少したことなどにより、全体では 億円余減の

億円余となり、決算額に占める割合は ％（前年度比 ％減）となった。歳入においては、

南長野運動公園総合球技場整備事業に係る公園緑化費交付金や長野駅善光寺口駅前広場整備事業等に

係る街路事業費交付金が減となるとともに、臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金に係る補助

金なども減となったことから、国庫支出金は 億円余に減少（前年度比 ％減）した。一方、市

債は、南長野運動公園総合球技場整備事業に係る公園整備事業債は減少したものの、第一庁舎・長野

市芸術館建設に係る建設債が増加したことから、 億円余に増加（前年度比 ％増）した。平成

年度当初予算においても 億円余の市債が計上されており、今後、市債残高の増加による将来負

担の増大などの影響が懸念される。

人口減少と高齢化が進行していく社会経済情勢の中にあって、本市が将来にわたり、必要な行政サ

ービスを安定して提供していくためには、市税や使用料･手数料などの自主財源の安定的な確保と未利

用地の売却・貸付、また、広告収入等の新たな財源の確保を進めるとともに、財務書類等を有効に活

用して財政のマネジメント強化を図りつつ、引き続き、選択と集中による財源の適切な配分と経費の

縮減、効率的・効果的な予算執行により財政規律を堅持し、限られた財源の中での健全な財政運営に

努められたい。

なお、財務書類の作成・公表等についてはこれまでも取り組まれてきたところではあるが、平成

年度決算からは、新たな地方公会計制度に基づいた統一的な基準による財務書類等が作成されること

となる。これらは、財政の透明性を高めるとともに、議会や市民に対する説明責任を果たす上でも重

要なものとなってくることから、より正確な資産の把握や表記の工夫などにより、適正かつ市民に分

かりやすい財務書類等が作成されるよう望むものである。

収納対策について

平成 年度末の一般会計と特別会計を合わせた収入未済額は、前年度に比較して３億 万円余

減の 億 万円余である。個々の収入未済額及び不納欠損額の状況は別表のとおりであるが、市

税の未収額が２億 万円余減少している一方で、生活保護法に基づく返還金や老人保健法に基づ

く損害賠償金、介護保険料等の未収額が、それぞれ前年度に比べて増加している。



― 11 ―

 

 － －

５億円余の減少（前年度比 ％減）となった。さらに、地方交付税、臨時財政対策債なども減少し

たことから、普通会計における経常収支比率は ％となり、前年度の ％から ポイント上昇

（悪化）した。平成 年度の中核市平均は ％であるものの、本数値の上昇は、財政構造の硬直

化を示すものであることから、引き続き注意が必要である。

また、本年度の普通建設事業費は、第一庁舎・長野市芸術館建設事業分が増加したものの、単独事

業では消防救急無線デジタル化整備事業や斎場整備事業分が、補助事業では南長野運動公園総合球技

場整備事業や長野駅善光寺口駅前広場整備事業分が減少したことなどにより、全体では 億円余減の

億円余となり、決算額に占める割合は ％（前年度比 ％減）となった。歳入においては、

南長野運動公園総合球技場整備事業に係る公園緑化費交付金や長野駅善光寺口駅前広場整備事業等に

係る街路事業費交付金が減となるとともに、臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金に係る補助

金なども減となったことから、国庫支出金は 億円余に減少（前年度比 ％減）した。一方、市

債は、南長野運動公園総合球技場整備事業に係る公園整備事業債は減少したものの、第一庁舎・長野

市芸術館建設に係る建設債が増加したことから、 億円余に増加（前年度比 ％増）した。平成

年度当初予算においても 億円余の市債が計上されており、今後、市債残高の増加による将来負

担の増大などの影響が懸念される。

人口減少と高齢化が進行していく社会経済情勢の中にあって、本市が将来にわたり、必要な行政サ

ービスを安定して提供していくためには、市税や使用料･手数料などの自主財源の安定的な確保と未利

用地の売却・貸付、また、広告収入等の新たな財源の確保を進めるとともに、財務書類等を有効に活

用して財政のマネジメント強化を図りつつ、引き続き、選択と集中による財源の適切な配分と経費の

縮減、効率的・効果的な予算執行により財政規律を堅持し、限られた財源の中での健全な財政運営に

努められたい。

なお、財務書類の作成・公表等についてはこれまでも取り組まれてきたところではあるが、平成

年度決算からは、新たな地方公会計制度に基づいた統一的な基準による財務書類等が作成されること

となる。これらは、財政の透明性を高めるとともに、議会や市民に対する説明責任を果たす上でも重

要なものとなってくることから、より正確な資産の把握や表記の工夫などにより、適正かつ市民に分

かりやすい財務書類等が作成されるよう望むものである。

収納対策について

平成 年度末の一般会計と特別会計を合わせた収入未済額は、前年度に比較して３億 万円余

減の 億 万円余である。個々の収入未済額及び不納欠損額の状況は別表のとおりであるが、市

税の未収額が２億 万円余減少している一方で、生活保護法に基づく返還金や老人保健法に基づ

く損害賠償金、介護保険料等の未収額が、それぞれ前年度に比べて増加している。

 

 － －

未収金は、財政運営に影響を及ぼすだけでなく、費用負担の公平性の観点からも見過ごすことがで

きない問題であり、厳正な対応が必要である。

このことから、今後、更に未収金の実態分析による各債権の管理マニュアル等の作成とその徹底を

図るとともに、督促や納付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提

とした催告など、実効性のある徴収方法の適時実施に努められたい。また、専門職員の雇用・育成・

配置を含めた滞納整理の実施体制の整備や、財政部主導による全庁的な債権の管理・指導体制の構築

についても併せて検討されたい。

なお、不納欠損処分については、根拠法令等を明確にするとともに、債務者や財産の調査等を十分

に行った上で実施されたい。

市債について

一般会計及び特別会計を合わせた市債の年度末残高は、前年度末と比べて 億円余増加（前年度比

％増）し、 億円余である。プロジェクト事業等の普通建設事業の推進により、平成 年度

の 億円余から上昇を続けており、さらに、平成 年度までは新規借入額が元金償還額を上回る

ことから市債残高の増加が見込まれている（前記「長野市財政推計」）。元利償還時に交付税措置とし

て、財源の手当てがある市債を優先して借り入れており、また、市債残高のうち 億円余は、後年

度の元利償還金の ％が交付税措置される臨時財政対策債ではあるが、将来へ過度な負担とならな

いよう市債の発行は計画的に行われたい。

行政改革の推進について

本市は、人口の減少、高齢化の進行など、社会情勢が大きく変化する中、行政サービスの単なる削

減・縮小ではない将来を見据えた改革の必要性から、「質、量とも最適な行政サービスが迅速かつ確実

に実施される方法や体制の確立を目指す」という行政改革の理念の下、「第６次長野市行政改革大綱」

（平成 年度～平成 年度）に取り組んでいる。

この行政改革大綱では、「行政経営」、「財政構造」及び「人材育成・活用」ごとに実施計画において

改革項目を定めている。

「行政経営に関する改革」の項目に掲げられた「市有施設の最適化」については、平成 年度に公

表された「長野市公共施設白書」により、本市の公共施設の現状と課題が明らかにされ、続いて、今

後の本市の公共施設の在り方及び取組の基本的な方向性を定めた「長野市公共施設マネジメント指針」

が平成 年 月に策定された。

この指針では、公共施設の総延床面積を今後 年間で ％縮減することが目標値として設定され

ているが、将来コストの試算では、単純に床面積の削減で今後 年間の大規模改修・更新費用の不足

分を解消しようとすると、延床面積で ％以上の縮減が必要とされている。

縮減目標の ％という値は、市民生活への急激な影響を考慮し、飽くまでも最低限のラインとして
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設定されたものであることから、期限内の目標値達成に向け、指針の基本方針の一つである全庁的な

公共施設マネジメントを、全職員が共通認識の下、危機感を持って推進されたい。また、施設の種類

ごとの削減目標の設定についても検討されたい。

今後、公共施設の再配置等が、住民の理解と協力を得て進められ、最適な行政サービスが、真に必

要な施設において迅速かつ確実に実施されるようになることを望むものである。

「人材育成・活用に関する改革」については、職員力の向上、組織力の向上が掲げられており、職

員数の削減が進む中、職員一人一人の能力の向上、管理監督者のマネジメント能力の強化は、その重

要性を増している。本市教育委員会で生じた国への補助金の申請漏れといった事案の再発を防止する

ためには、職員力及び組織力の向上が重要な要素となってくることから、職員研修の更なる充実や組

織としてのチェック体制の強化等に努められたい。併せて、同様の事案の発生を未然に防止するため

にも、本事案発生の状況や過程などを具体的な事例とした研修等の実施についても検討されたい。

決算審査に併せて、平成 年度指定管理者適用施設モニタリング評価調書を基に、施設所管課から

説明聴取を行った。

公共施設の管理運営に当たっては、制度の目的である住民サービスの向上、コストの縮減を常に意

識し、その効果の検証と必要な見直しを行うとともに、適正な指定管理料の算出及び指定管理者に対

する指導・監督が可能となるような本市職員に対する研修等を実施されたい。さらに、各施設が指定

管理者制度を導入すべき施設か否かの検証についても、定期的に実施されたい。 
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（別表）収入未済額及び不納欠損額の状況 

 

 

 

(単位　円）

平成27年度 平成26年度 増　減 平成27年度 平成26年度 増　減

総務部 その他 △ 65,060

市税 △ 283,969,840

その他

市民生活部 改良住宅使用料 △ 1,000

生活保護法に基づく

返還金等

老人保健法に基づく

損害賠償金

災害援護資金貸付金 △ 236,000

その他 △ 5,359,334

保育料等 △ 2,788,680

児童扶養手当等の過

払い返納金
△ 162,040

その他 △ 26,795

し尿処理手数料等 △ 958,533 △ 69,250

廃棄物撤去受託費

文化スポーツ振興部 その他 △ 85,200

市営住宅使用料等 △ 2,768,599 △ 4,008,950

市営住宅損害賠償金

等
△ 140,654 △ 4,779,246

その他 △ 49,200

もんぜんぷら座テナ

ント貸付料

もんぜんぷら座テナ

ント光熱水費負担金

その他

教育委員会 その他 △ 103,080

△ 250,973,514

市民生活部
住宅新築資金等貸付

事業（貸付金）
△ 1,132,328

国民健康保険

（保険料等）
△ 66,822,527 △ 26,696,026

介護保険

（保険料等）

後期高齢者医療

（保険料）
△ 1,535,850

こども未来部
母子父子寡婦福祉資金

貸付事業（貸付金等）

商工観光部
鬼無里大岡観光施設

事業（別荘管理料）

△ 63,267,846 △ 21,829,736

△ 314,241,360

保健福祉部
特

　

別

　

会

　

計

財政部

保健福祉部

一

　

般

　

会

　

計

計計

建設部

都市整備部

小　　　計

小　　　計

不納欠損額

こども未来部

環境部

会計 所管部局

（※一般会計で収入

未済額が100万円を超

えるものは、その内

容を表示）

収入未済額



 

 

総 括 一 般 会 計
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一 般 会 計

一般会計の決算額は、歳入 円（予算額に対する割合 ％）、歳出

円（同 ％）で、歳入歳出差引額は 円である。

前年度に比較して、歳入では 円（ ％）、歳出では 円（ ％）、そ

れぞれ減少している。

実質収支額は、歳入歳出差引額から翌年度への繰越財源 円を差し引いた

円の黒字である。

なお、前年度の実質収支額を控除した単年度収支額は 円の黒字である。

決算収支状況は、次表のとおりである。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 歳 入 

予算の執行状況

歳入の決算状況は、次表のとおりである。

（単位　円・％)

区 分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予算 現額 と収

入済 額と の差

予算 現額 に対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に対

す る 収 入 率
ポイント

△ 250,973,514

前年度

対　比

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

△ 8,519,195,556

収 入 済 額 △ 8,319,352,162

(Ｃ)－(Ａ) △ 14,158,756,923 △ 22,831,904,761

調 定 額

予 算 現 額 △ 16,992,500,000

27年度 26年度 増    減
年 度

25年度

△ 16,445,376,005

（単位　円）

区 分

年 度

27　年　度 26　年　度 25　年　度 24　年　度 23　年　度

△ 66,905,711 △ 1,049,156,772 △ 579,382,506

翌 年 度 繰 越 財 源

実 質 収 支 額

単 年 度 収 支 額

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 ）
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当年度の歳入決算額は 円で、予算額に対する収入率は ％（前年度 ％）、

調定額に対する収入率は ％（同 ％）となっている。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。

不納欠損額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

収入未済額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となってい

る。

款別収入状況

款別収入状況は、次表のとおりである。

（単位　円・％）

区 分

収入済額
構成

比率
収入済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税 △ 534,038,489

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 18,344,000

配 当 割 交 付 金 △ 56,131,000

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 3,385,688,000

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 2,032,028,738

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 3,851,177,794

県 支 出 金 △ 52,216,148

財 産 収 入 △ 153,385,518

寄 附 金 △ 93,477,311

繰 入 金

繰 越 金 △ 2,029,075,711

諸 収 入 △ 2,284,344,880

市 債

合　　　　　　　　計 △ 8,319,352,162

前年度比較

款 別

27　年　度 26　年　度
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当年度の歳入決算額は 円で、予算額に対する収入率は ％（前年度 ％）、

調定額に対する収入率は ％（同 ％）となっている。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。

不納欠損額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

収入未済額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となってい

る。

款別収入状況

款別収入状況は、次表のとおりである。

（単位　円・％）

区 分

収入済額
構成

比率
収入済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税 △ 534,038,489

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 18,344,000

配 当 割 交 付 金 △ 56,131,000

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 3,385,688,000

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 2,032,028,738

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 3,851,177,794

県 支 出 金 △ 52,216,148

財 産 収 入 △ 153,385,518

寄 附 金 △ 93,477,311

繰 入 金

繰 越 金 △ 2,029,075,711

諸 収 入 △ 2,284,344,880

市 債

合　　　　　　　　計 △ 8,319,352,162

前年度比較

款 別

27　年　度 26　年　度

 
 
 

 － －

各款の歳入決算額で、前年度と比較した増減は次図のとおりであり、増減額の大きいものと、その

主な理由は次のとおりである。

地方消費税交付金は 円（ ％）の増加となっており、これは、平成 年４月１

日からの地方消費税率引上げの平年化によるものである。

使用料及び手数料は 円（ ％）の増加となっており、これは主に、保育所利用者

負担の収入科目が負担金から使用料に変更となったことによるものである。

国庫支出金は 円（ ％）の減少となっており、これは主に、南長野運動公園総合

球技場等の大規模事業の完了に伴う減によるものである。

地方交付税は 円（ ％）の減少となっており、これは主に、算定の基礎となる基

準財政収入額の増及び基準財政需要額の減による交付税額の減によるものである。

△

△

△

△

市
税

地
方
譲
与
税

利
子
割
交
付
金

配
当
割
交
付
金

株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金

地
方
消
費
税
交
付
金

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付
金

自
動
車
取
得
税
交
付
金

地
方
特
例
交
付
金

地
方
交
付
税

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

分
担
金
及
び
負
担
金

使
用
料
及
び
手
数
料

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

財
産
収
入

寄
附
金

繰
入
金

繰
越
金

諸
収
入

市
債

（億円） 歳入決算額の対前年度款別増減

－ 比較

－ 比較
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款別の不納欠損額の状況は、次表のとおりである。

 
 
 
款別の収入未済額の状況は、次表のとおりである。 

 

財源別収入状況

財源別収入状況は、次表のとおりである。

（単位　円・％）

区 分

不納欠損額
構成

比率
不納欠損額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 

諸 収 入 △ 

合　　　　　　　　計

前年度比較

款 別

　年　度 　年　度

（単位　円・％）

区 分

収入未済額
構成

比率
収入未済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税 △ 283,969,840

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 12,210,568

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

諸 収 入

合　　　　　　　　計 △ 250,973,514

款 別

27　年　度 26　年　度 前年度比較

（単位　千円・％）

区 分

収入済額
構成

比率
収入済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

△ 4,468,938

市 税 △ 534,038

そ の 他 △ 3,934,900

△ 3,850,414

地 方 交 付 税 △ 3,385,688

国 ・ 県 支 出 金 △ 3,903,394

市 債

そ の 他

△ 8,319,352合　　　　　計

　自　　主　　財　　源

 依　 存 　財　 源

款 別

前年度比較27　年　度 26　年　度
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款別の不納欠損額の状況は、次表のとおりである。

 
 
 
款別の収入未済額の状況は、次表のとおりである。 

 

財源別収入状況

財源別収入状況は、次表のとおりである。

（単位　円・％）

区 分

不納欠損額
構成

比率
不納欠損額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 

諸 収 入 △ 

合　　　　　　　　計

前年度比較

款 別

　年　度 　年　度

（単位　円・％）

区 分

収入未済額
構成

比率
収入未済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

市 税 △ 283,969,840

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 12,210,568

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

諸 収 入

合　　　　　　　　計 △ 250,973,514

款 別

27　年　度 26　年　度 前年度比較

（単位　千円・％）

区 分

収入済額
構成

比率
収入済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

△ 4,468,938

市 税 △ 534,038

そ の 他 △ 3,934,900

△ 3,850,414

地 方 交 付 税 △ 3,385,688

国 ・ 県 支 出 金 △ 3,903,394

市 債

そ の 他

△ 8,319,352合　　　　　計

　自　　主　　財　　源

 依　 存 　財　 源

款 別

前年度比較27　年　度 26　年　度

 － －

自主財源の決算額は 千円で、主に諸収入、分担金及び負担金並びに繰越金が減少した

ことにより、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。

また、依存財源の決算額は 千円で、主に国庫支出金及び地方交付税が減少したことに

より、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。

この結果、自主財源の歳入総額に占める割合は、前年度を ポイント下回り ％となってい

る。

年度

年度

年度

年度

年度

百万円

自 主 財 源

歳入決算額及び構成比の推移

千円

千円

千円

依 存 財 源

地方交付税市 税 その他 国・県支出金 市債 その他

千円

千円

（単位 ％）

※市債は、借換債を除いた額
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第１款 市税 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。  

（単位　円・％)

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

△ 534,038,489

前年度

対　比
増    減

27年度 26年度

△ 145,850,581

年度

△ 68,106,164

△ 175,400

△ 33,716,850

△ 455,886,751

△ 334,937,822

△ 340,777,622

25年度

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

項・目別

市 民 税

個 人

合　　　　計

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

国有資産等所在

市 町 村 交 付 金

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

 

（単位　円・％)

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予算 現額 と収

入済 額と の差

予算 現額 に対

す る 収 入 率
△ 0.1 ポイント

調 定 額 に対

す る 収 入 率
ポイント

25年度

予 算 現 額 △ 434,000,000

調 定 額

区分

△ 750,005,682

増    減

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)－(Ａ)

不 納 欠 損 額

△ 283,969,840

前年度

対　比

△ 534,038,489

年度
27年度

収 入 未 済 額

26年度

△ 100,038,489
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第１款 市税 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。  

（単位　円・％)

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

△ 534,038,489

前年度

対　比
増    減

27年度 26年度

△ 145,850,581

年度

△ 68,106,164

△ 175,400

△ 33,716,850

△ 455,886,751

△ 334,937,822

△ 340,777,622

25年度

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

項・目別

市 民 税

個 人

合　　　　計

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

国有資産等所在

市 町 村 交 付 金

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

 

（単位　円・％)

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予算 現額 と収

入済 額と の差

予算 現額 に対

す る 収 入 率
△ 0.1 ポイント

調 定 額 に対

す る 収 入 率
ポイント

25年度

予 算 現 額 △ 434,000,000

調 定 額

区分

△ 750,005,682

増    減

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)－(Ａ)

不 納 欠 損 額

△ 283,969,840

前年度

対　比

△ 534,038,489

年度
27年度

収 入 未 済 額

26年度

△ 100,038,489

 － －

収入率・構成比率の推移は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と比

較して ポイントの増である。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは主に、固定

資産税の減によるものである。

収入未済額は 円で、主なものは、市民税 円及び固定資産税

円である。収入未済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不納欠損額は 円で、主なものは、市民税 円である。不納欠損額を前年度

に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

当年度は、収入未済額は減少したものの、依然多額となっている。市税収入の確保と税負担の公平

を期するため、地方税法等に基づく財産調査や差押え等の滞納処分を適切に実施するとともに、マニ

ュアル等による債権管理の徹底を図るなど、更なる早期徴収に向け、引き続き努力されたい。

（単位　％)

27年度 26年度 25年度 24年度 23年度 27年度 26年度 25年度 24年度 23年度

入 湯 税

事 業 所 税

構　成　比　率

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

国有資産等所在

市 町 村 交 付 金

合　　　　計

区分

項・目別

収入率（対調定額）

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税
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第２款 地方譲与税 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

△ 27,000,000

増    減
前年度

対　比

※地方譲与税は、国税として徴収された税の全部または一部が、地方公共団体の財源として譲与されるもので、本市に譲与

されるものは、地方揮発油譲与税（地方揮発油税の100分の42を市町村道の延長及び面積であん分）、自動車重量譲与税（自

動車重量税の1,000分の407を市町村道の延長及び面積であん分）及び地方道路譲与税（地方道路税の100分の42を市町村道の

延長及び面積であん分）である。

予 算 現 額

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

△ 31,995,978(Ｃ)－(Ａ)

区分

年度
27年度 26年度

調 定 額

 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 
 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主に、自動車

重量譲与税の増によるものである。

第３款 利子割交付金 
 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

前年度

対　比

自 動 車 重 量 譲 与 税

地 方 道 路 譲 与 税

27年度 26年度
増    減

合　　　　計

（単位　円・％)

年度

項別

地 方 揮 発 油 譲 与 税

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 15.6 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※利子割交付金は、県民税利子割の税収のうち、59.4％の額が、各市町村の個人県民税額によりあん分して交付されるもの

である。

前年度

対　比

予 算 現 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

△ 2,000,000

調 定 額 △ 18,344,000

収 入 済 額 △ 18,344,000

(Ｃ)－(Ａ) △ 21,436,000 △ 5,092,000 △ 16,344,000

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)
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第２款 地方譲与税 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

△ 27,000,000

増    減
前年度

対　比

※地方譲与税は、国税として徴収された税の全部または一部が、地方公共団体の財源として譲与されるもので、本市に譲与

されるものは、地方揮発油譲与税（地方揮発油税の100分の42を市町村道の延長及び面積であん分）、自動車重量譲与税（自

動車重量税の1,000分の407を市町村道の延長及び面積であん分）及び地方道路譲与税（地方道路税の100分の42を市町村道の

延長及び面積であん分）である。

予 算 現 額

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

△ 31,995,978(Ｃ)－(Ａ)

区分

年度
27年度 26年度

調 定 額

 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 
 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主に、自動車

重量譲与税の増によるものである。

第３款 利子割交付金 
 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

前年度

対　比

自 動 車 重 量 譲 与 税

地 方 道 路 譲 与 税

27年度 26年度
増    減

合　　　　計

（単位　円・％)

年度

項別

地 方 揮 発 油 譲 与 税

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 15.6 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※利子割交付金は、県民税利子割の税収のうち、59.4％の額が、各市町村の個人県民税額によりあん分して交付されるもの

である。

前年度

対　比

予 算 現 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

△ 2,000,000

調 定 額 △ 18,344,000

収 入 済 額 △ 18,344,000

(Ｃ)－(Ａ) △ 21,436,000 △ 5,092,000 △ 16,344,000

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 － －

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第４款 配当割交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 55.5 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※配当割交付金は、県民税配当割の税収のうち、59.4％の額が、各市町村の個人県民税額によりあん分して交付されるもの

である。

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 36,741,000 △ 122,131,000

収 入 済 額 △ 56,131,000

増    減

調 定 額 △ 56,131,000

（単位　円・％)

区分

前年度

対　比

予 算 現 額

年度
27年度 26年度

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

 
 
第５款 株式等譲渡所得割交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 737.8 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※株式等譲渡所得割交付金は、県民税株式等譲渡所得割の税収のうち、59.4％の額が、各市町村の個人県民税額によりあん

分して交付されるものである。

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

△ 124,323,000

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ)

調 定 額

予 算 現 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。 
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第６款 地方消費税交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※地方消費税交付金は、消費税額の63分の17を消費税と併せて国に納付され、各都道府県に精算された地方消費税額の50％

相当額が人口、従業者数であん分して市町村に交付されるものである。

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

調 定 額

予 算 現 額

(Ｃ)－(Ａ)

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

第７款 ゴルフ場利用税交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※ゴルフ場利用税交付金は、本市に所在するゴルフ場に係るゴルフ場利用税（県税）収入額の70％相当額が交付されるもの

である。

（単位　円・％)

区分

前年度

対　比

予 算 現 額 △ 6,000,000

調 定 額

26年度 増    減
年度

27年度

(Ｃ)－(Ａ) △ 8,173,265

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)／(Ａ)

 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。
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第６款 地方消費税交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※地方消費税交付金は、消費税額の63分の17を消費税と併せて国に納付され、各都道府県に精算された地方消費税額の50％

相当額が人口、従業者数であん分して市町村に交付されるものである。

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

調 定 額

予 算 現 額

(Ｃ)－(Ａ)

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

第７款 ゴルフ場利用税交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※ゴルフ場利用税交付金は、本市に所在するゴルフ場に係るゴルフ場利用税（県税）収入額の70％相当額が交付されるもの

である。

（単位　円・％)

区分

前年度

対　比

予 算 現 額 △ 6,000,000

調 定 額

26年度 増    減
年度

27年度

(Ｃ)－(Ａ) △ 8,173,265

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)／(Ａ)

 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

－ －

第８款 自動車取得税交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※自動車取得税交付金は、自動車取得税（県税）収入額の66.5％に相当する額が、市町村道の延長及び面積であん分し交付

されるものである。

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 69,936,000

(Ｃ)／(Ａ)

収 入 済 額

調 定 額

予 算 現 額 △ 63,000,000

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

第９款 地方特例交付金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除適用に伴う個人市民税の減収補填措置として交付されるものである。

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 39,229,000

予 算 現 額 △ 40,000,000

調 定 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。
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第 款 地方交付税

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第 款 交通安全対策特別交付金 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

△ 2,000,000

調 定 額

予 算 現 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

※交通安全対策特別交付金は、交通反則通告制度に基づき国に納付された反則金収入を原資として、地方公共団体が単独で

行う道路交通安全施設整備の経費に充てるための財源として交付されるものである。

(Ｃ)－(Ａ) △ 5,029,000 △ 11,572,000

収 入 済 額

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均一を調整し、どの地域に住む住民にも一定の行政サービスを提供できるよう

財源を保障するためのもので、国税である所得税、法人税など各税の一定割合の総額を合理的な基準で再配分されるもので

ある。

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 3,385,688,000

(Ｃ)－(Ａ) △ 67,553,000

予 算 現 額 △ 3,318,135,000

調 定 額 △ 3,385,688,000

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比
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第 款 地方交付税

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第 款 交通安全対策特別交付金 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

△ 2,000,000

調 定 額

予 算 現 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

※交通安全対策特別交付金は、交通反則通告制度に基づき国に納付された反則金収入を原資として、地方公共団体が単独で

行う道路交通安全施設整備の経費に充てるための財源として交付されるものである。

(Ｃ)－(Ａ) △ 5,029,000 △ 11,572,000

収 入 済 額

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

※地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均一を調整し、どの地域に住む住民にも一定の行政サービスを提供できるよう

財源を保障するためのもので、国税である所得税、法人税など各税の一定割合の総額を合理的な基準で再配分されるもので

ある。

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 3,385,688,000

(Ｃ)－(Ａ) △ 67,553,000

予 算 現 額 △ 3,318,135,000

調 定 額 △ 3,385,688,000

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

－ －

第 款 分担金及び負担金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 6.4 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
△ 5.1 ポイント

予 算 現 額

区分
27年度

△ 2,010,390,000

26年度 増    減
前年度

対　比

年度

調 定 額 △ 2,047,027,986

（単位　円・％)

(Ｃ)－(Ａ) △ 56,264,089 △ 34,625,351 △ 21,638,738

収 入 済 額 △ 2,032,028,738

△ 2,788,680

△ 12,210,568

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の内訳は、全額負担金であり、節別に見ると、主なものは消防費負担金 円で

ある。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

収入未済額は 円で、主なものは児童福祉費負担金 円である。収入未済額を

前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不納欠損額は 円で、これは全額児童福祉費負担金である。不納欠損額を前年度に比較す

ると 円（ ％）の減少となっている。

児童福祉費負担金については保育所保育料であり、強制徴収が可能な公債権であることから、財産

調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等による債権管理を徹底するなど、更なる早期徴

収に向け、引き続き努力されたい。

第 款 使用料及び手数料 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 2.3 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

年度
27年度 26年度 増    減

収 入 未 済 額

前年度

対　比

不 納 欠 損 額 △ 4,115,620

区分

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 178,094,013 △ 41,467,960 △ 136,626,053

予 算 現 額

調 定 額

（単位　円・％)
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収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を節別に見ると、主なものは、児童福祉使用料 円及び環境清掃手数料

円である。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっ

ている。これは主に、使用料の増によるものである。

収入未済額は 円で、主なものは住宅使用料 円である。収入未済額を前年度

に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

不納欠損額は 円で、主なものは住宅使用料 円である。不納欠損額を前年度に

比較すると 円（ ％）の減少となっている。

本市では、住宅使用料を非強制徴収公債権としているが、その根拠を明確にするとともに、引き続

き法的措置の実施等により、更なる早期徴収に向け努力されたい。 

 
第 款 国庫支出金

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 6.4 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 3,851,177,794

(Ｃ)－(Ａ) △ 3,912,054,989 △ 2,616,672,195 △ 1,295,382,794

予 算 現 額 △ 2,555,795,000

調 定 額 △ 3,851,177,794

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

（単位　円・％)

 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

合　　　　計

使 用 料

手 数 料

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

金　　額 構成比 金　　額 構成比

国 庫 負 担 金

国 庫 委 託 金

合　　　　計 △ 3,851,177,794

国 庫 補 助 金 △ 5,259,393,026

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別
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収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を節別に見ると、主なものは、児童福祉使用料 円及び環境清掃手数料

円である。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっ

ている。これは主に、使用料の増によるものである。

収入未済額は 円で、主なものは住宅使用料 円である。収入未済額を前年度

に比較すると 円（ ％）の増加となっている。

不納欠損額は 円で、主なものは住宅使用料 円である。不納欠損額を前年度に

比較すると 円（ ％）の減少となっている。

本市では、住宅使用料を非強制徴収公債権としているが、その根拠を明確にするとともに、引き続

き法的措置の実施等により、更なる早期徴収に向け努力されたい。 

 
第 款 国庫支出金

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 6.4 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 3,851,177,794

(Ｃ)－(Ａ) △ 3,912,054,989 △ 2,616,672,195 △ 1,295,382,794

予 算 現 額 △ 2,555,795,000

調 定 額 △ 3,851,177,794

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

（単位　円・％)

 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

合　　　　計

使 用 料

手 数 料

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

金　　額 構成比 金　　額 構成比

国 庫 負 担 金

国 庫 委 託 金

合　　　　計 △ 3,851,177,794

国 庫 補 助 金 △ 5,259,393,026

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

－ －

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは、民生費国庫負担金 円である。収入済額を

前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは国庫補助金の減による

ものである。

第 款 県支出金

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 52,216,148

(Ｃ)－(Ａ) △ 623,527,355 △ 872,178,207

予 算 現 額 △ 300,867,000

調 定 額 △ 52,216,148

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは民生費県負担金 円である。収入済額を前年度

に比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは主に、県補助金の減によるもので

ある。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

合　　　　計 △ 52,216,148

県 負 担 金

県 補 助 金 △ 1,125,019,200

県 委 託 金 △ 31,320,202

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別
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第 款 財産収入

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 24.0 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.2 ポイント

－不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

調 定 額 △ 152,339,968

収 入 済 額 △ 153,385,518

(Ｃ)－(Ａ) △ 23,058,526 △ 170,477,518

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは、財産貸付収入 円である。収入済額を前年度に

比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは主に、財産売払収入の減によるも

のである。

収入未済額は 円で、これは全額財産貸付収入である。収入未済額を前年度に比較すると

円（ ％）の増加となっている。負担の公平性の観点からも、督促や納付誓約書の徴取、

一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とした催告など、実効性のある徴収方法の

適時実施などにより、引き続き収入未済額の早期解消に努められたい。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

財 産 運 用 収 入 △ 21,398,784

財 産 売 払 収 入 △ 131,986,734

合　　　　計 △ 153,385,518

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別
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第 款 財産収入

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 24.0 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.2 ポイント

－不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

調 定 額 △ 152,339,968

収 入 済 額 △ 153,385,518

(Ｃ)－(Ａ) △ 23,058,526 △ 170,477,518

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは、財産貸付収入 円である。収入済額を前年度に

比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは主に、財産売払収入の減によるも

のである。

収入未済額は 円で、これは全額財産貸付収入である。収入未済額を前年度に比較すると

円（ ％）の増加となっている。負担の公平性の観点からも、督促や納付誓約書の徴取、

一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とした催告など、実効性のある徴収方法の

適時実施などにより、引き続き収入未済額の早期解消に努められたい。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

財 産 運 用 収 入 △ 21,398,784

財 産 売 払 収 入 △ 131,986,734

合　　　　計 △ 153,385,518

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

－ －

第 款 寄附金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 25.3 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 93,477,311

(Ｃ)－(Ａ) △ 231,525,633 △ 183,949,322 △ 47,576,311

予 算 現 額 △ 45,901,000

調 定 額 △ 93,477,311

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 
 
収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第 款 繰入金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 4,433,284,175 △ 3,603,576,769 △ 829,707,406

予 算 現 額

調 定 額

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

基 金 繰 入 金

特 別 会 計 繰 入 金

合　　　　計

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別
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収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは財政調整基金繰入金 円である。収入済額を前年

度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主に、基金繰入金の増による

ものである。

 
 
第 款 繰越金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 2,029,075,711

(Ｃ)－(Ａ)

予 算 現 額 △ 2,029,076,000

調 定 額 △ 2,029,075,711

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第 款 諸収入

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.9 ポイント

※他の収入科目に含まれない収入を包括したものである。

不 納 欠 損 額 △ 9,968,227

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 2,284,344,880

(Ｃ)－(Ａ) △ 605,485,019 △ 1,327,214,139

予 算 現 額 △ 3,006,074,000

調 定 額 △ 2,258,908,221

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比
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収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは財政調整基金繰入金 円である。収入済額を前年

度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主に、基金繰入金の増による

ものである。

 
 
第 款 繰越金 

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 2,029,075,711

(Ｃ)－(Ａ)

予 算 現 額 △ 2,029,076,000

調 定 額 △ 2,029,075,711

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

第 款 諸収入

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.9 ポイント

※他の収入科目に含まれない収入を包括したものである。

不 納 欠 損 額 △ 9,968,227

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額 △ 2,284,344,880

(Ｃ)－(Ａ) △ 605,485,019 △ 1,327,214,139

予 算 現 額 △ 3,006,074,000

調 定 額 △ 2,258,908,221

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 
 

－ －

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

△ 485,936,939

延滞金､加算金及び過料

雑 入 △ 1,822,996,469

合　　　　計 △ 2,284,344,880

預 金 利 子

貸 付 金 元 利 収 入

受 託 事 業 収 入

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント低下している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは中小企業振興資金貸付預託金元利収入 円であ

る。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。これは主に、

雑入の減によるものである。

収入未済額は 円で、主なものは雑入 円である。これは、生活保護法に基

づく返還金、市営住宅損害賠償金及び児童扶養手当過払返納金等である。収入未済額を前年度に比較

すると 円（ ％）の増加となっている。

不納欠損額は 円で、全額雑入である。これは、生活保護法に基づく返還金及び子ども手当

過払返納金等である。不納欠損額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

収入未済額は年々増加傾向にある。負担の公平性の観点からも、生活保護法に基づく返還金のうち

強制徴収公債権分については、財産調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等による債権

管理を徹底するとともに、非強制徴収公債権分及び児童扶養手当過払返納金についても、督促や納付

誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とした催告など、実効性の

ある徴収方法が適時に実施されるようマニュアル等による債権管理を徹底し、早期徴収に努められた

い。また、それぞれの未収金の実態分析を行い、未収金発生の未然防止にも努められたい。なお、市

営住宅損害賠償金については、引き続き、法的措置の実施等による早期徴収や未収金発生の未然防止

に努められたい。
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第 款 市債

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 7,068,500,000 △ 16,461,000,000

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

調 定 額

予 算 現 額 △ 9,037,100,000

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額の目別内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

総 務 債

民 生 債 △ 116,800,000

衛 生 環 境 債 △ 802,200,000

農 林 業 債

商 工 観 光 債 ―

土 木 債 △ 3,252,300,000

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

過疎地域自立促進事業債 △ 12,700,000

水 道 事 業 債

臨時財政対 策債 △ 1,466,400,000

借 換 債 ―

合　　計

（単位　円・％）

　　　　　年度
目別

増　　減
前年度

対　比

27年度 26年度

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合（市債依存率）は ％であり、その割

合は前年度に比較して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは、総務債 円及び臨時財政対策債

円である。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主

に、総務債の増によるものである。
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第 款 市債

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 7,068,500,000 △ 16,461,000,000

収 入 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

調 定 額

予 算 現 額 △ 9,037,100,000

（単位　円・％)

区分

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

収入済額の目別内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

総 務 債

民 生 債 △ 116,800,000

衛 生 環 境 債 △ 802,200,000

農 林 業 債

商 工 観 光 債 ―

土 木 債 △ 3,252,300,000

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

過疎地域自立促進事業債 △ 12,700,000

水 道 事 業 債

臨時財政対 策債 △ 1,466,400,000

借 換 債 ―

合　　計

（単位　円・％）

　　　　　年度
目別

増　　減
前年度

対　比

27年度 26年度

 

収入済額は 円で、歳入総額に占める割合（市債依存率）は ％であり、その割

合は前年度に比較して ポイント上昇している。また、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額を目別に見ると、主なものは、総務債 円及び臨時財政対策債

円である。収入済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっている。これは主

に、総務債の増によるものである。

 － －

２ 歳 出 

予算の執行状況

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

当年度の歳出決算額は 円で、予算現額に対して ％（前年度 ％）の執行

率となっている。前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。

翌年度繰越額は 円で、主なものは繰越明許費であり、前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。

不用額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となってい

る。

（ ）款別支出状況

款別支出状況は、次表のとおりである。 

（単位　円・％)

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

年度
27年度 26年度

予 算 現 額

25年度

支 出 済 額

△ 16,992,500,000

△ 8,746,593,069

増    減
前年度

対　比

△ 12,214,742,000

不用額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

（単位　円・％）

区分

支出済額
構成

比率
支出済額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 環 境 費 △ 480,215,261

労 働 費 △ 130,023,317

農 林 業 費

商 工 観 光 費 △ 9,552,208

土 木 費 △ 13,302,161,532

消 防 費 △ 1,628,391,398

教 育 費 △ 7,284,109

災 害 復 旧 費

公 債 費 △ 2,014,968,673

予 備 費 －

合　　　　　　　　計 △ 8,746,593,069

27　年　度 26　年　度 前年度比較

款別
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各款の歳出決算額で、前年度と比較した増減は次図のとおりであり、増減額の大きいものと、その

主な理由は次のとおりである。 

総務費は 円（ ％）の増加となっている。これは主に、長野市民会館建設事業費

及び第一庁舎建設事業費の増によるものである。

一方、土木費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、南長野運動公園

総合球技場整備費の減によるものである。

公債費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、オリンピック競技施設等

に関する市債残高の減によるものである。

消防費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、消防救急無線デジタル化

整備費の減によるものである。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
環
境
費

労
働
費

農
林
業
費

商
工
観
光
費

土
木
費

消
防
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

予
備
費

（億円） 歳出決算額の対前年度款別増減 － 比較

－ 比較
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各款の歳出決算額で、前年度と比較した増減は次図のとおりであり、増減額の大きいものと、その

主な理由は次のとおりである。 

総務費は 円（ ％）の増加となっている。これは主に、長野市民会館建設事業費

及び第一庁舎建設事業費の増によるものである。

一方、土木費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、南長野運動公園

総合球技場整備費の減によるものである。

公債費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、オリンピック競技施設等

に関する市債残高の減によるものである。

消防費は 円（ ％）の減少となっている。これは主に、消防救急無線デジタル化

整備費の減によるものである。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
環
境
費

労
働
費

農
林
業
費

商
工
観
光
費

土
木
費

消
防
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

予
備
費

（億円） 歳出決算額の対前年度款別増減 － 比較

－ 比較

 － －

性質別経費の状況

性質別経費の状況は、次表のとおりである。

（単位　千円・％）

金額
構成

比率
金額

構成

比率
増減額

前年度

対　比

人 件 費

扶 助 費 △ 118,215

公 債 費 △ 2,014,969

計 △ 1,998,553

普 通 建 設 事 業 費 △ 9,717,549

うち 補助事業 △ 9,991,747

うち 単独事業

災 害 復 旧 費

計 △ 9,434,450

物 件 費

補 助 費 等

貸 付 金 △ 486,771

そ の 他 △ 170,511

計

△ 8,746,592

 性質別

合　　　　　計

義

務

的

経

費

投

資

的

経

費

そ

の

他

の

経

費

区　分 27　年　度 26　年　度 前年度比較

 

 

義務的経費は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。これ

は主に、公債費の減によるものである。

投資的経費は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。こ

れは普通建設事業費の減によるものである。

その他の経費は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）増加している。

この結果、各経費の構成比率は前年度に比較して義務的経費は ポイント上昇し ％、投資

的経費は ポイント低下し ％、その他の経費は ポイント上昇し ％となっている。

年度

年度

年度

年度

年度

百万円

歳出決算額及び構成比の推移

義務的経費

投資的経費

その他の経費

（単位 ％）

（ 千円）

（ 千円）

（ 千円）

（ 千円）

（ 千円）
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第１款 議会費 
 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは、報酬 円及び共済費 円である。さ

らに性質別に見ると、人件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）増加している。

不用額は 円である。

第２款 総務費 

 

 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

合　　　　計

増    減

（単位　円・％)

選 挙 費

統 計 調 査 費

年度 前年度

対　比

総 務 管 理 費

監 査 委 員 費

27年度 26年度

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 1.1 ポイント

（Ｃ） －

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

(Ｂ)／(Ａ)

不 用 額

（単位　円・％)

年度

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

前年度

対　比

（単位　円・％)

27年度 26年度 増    減

予 算 現 額

年度

不 用 額

支 出 済 額

翌 年 度 繰 越 額 △ 8,948,343,000

(Ｂ)／(Ａ)
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第１款 議会費 
 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度と同率で

ある。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは、報酬 円及び共済費 円である。さ

らに性質別に見ると、人件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）増加している。

不用額は 円である。

第２款 総務費 

 

 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

合　　　　計

増    減

（単位　円・％)

選 挙 費

統 計 調 査 費

年度 前年度

対　比

総 務 管 理 費

監 査 委 員 費

27年度 26年度

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 1.1 ポイント

（Ｃ） －

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

(Ｂ)／(Ａ)

不 用 額

（単位　円・％)

年度

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

前年度

対　比

（単位　円・％)

27年度 26年度 増    減

予 算 現 額

年度

不 用 額

支 出 済 額

翌 年 度 繰 越 額 △ 8,948,343,000

(Ｂ)／(Ａ)

 － －

支出済額を節別に見ると、主なものは、工事請負費 円である。さらに性質別に見る

と、普通建設事業費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増となっており、これは主に、総務

管理費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは総務管理費である。

翌年度繰越額 円は、繰越明許費 円及び事故繰越 円であり、

総務管理費のうち自治体情報セキュリティ強化対策事業外 件にかかるものである。

第３款 民生費 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

老 人 福 祉 費 △ 585,967,672

生 活 保 護 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

合　　　　計  

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは扶助費 円である。さらに性質別に見ると、

扶助費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっており、これは主に、児童

福祉費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは児童福祉費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、社会福祉費のうち年金生活者等支援臨

時福祉給付金給付事業外２件、児童福祉費のうち私立保育所特別保育事業補助金外１件及び老人福祉

費のうち介護保険関連サービス基盤整備補助金外２件にかかるものである。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 2.6 ポイント

（Ｃ）

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

不 用 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額
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第４款 衛生環境費 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

保 健 衛 生 費 △ 969,935,213

環 境 清 掃 費

環 境 総 務 費

合　　　　計 △ 480,215,261

水 道 費

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは委託料 円、負担金補助及び交付金

円である。さらに性質別に見ると、物件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは保健衛生費

の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは、保健衛生費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、環境清掃費のうちごみ処理施設計画事業

外３件にかかるものである。

第５款 労働費 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 8.3 ポイント

（Ｃ）翌 年 度 繰 越 額

△ 117,445,000

不 用 額 △ 3,139,683

(Ｂ)／(Ａ)

増    減
前年度

対　比

支 出 済 額 △ 130,023,317

予 算 現 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） △ 1,614,081,000

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 480,215,261

予 算 現 額 △ 1,763,454,000

不 用 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額
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第４款 衛生環境費 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

保 健 衛 生 費 △ 969,935,213

環 境 清 掃 費

環 境 総 務 費

合　　　　計 △ 480,215,261

水 道 費

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは委託料 円、負担金補助及び交付金

円である。さらに性質別に見ると、物件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは保健衛生費

の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは、保健衛生費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、環境清掃費のうちごみ処理施設計画事業

外３件にかかるものである。

第５款 労働費 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 8.3 ポイント

（Ｃ）翌 年 度 繰 越 額

△ 117,445,000

不 用 額 △ 3,139,683

(Ｂ)／(Ａ)

増    減
前年度

対　比

支 出 済 額 △ 130,023,317

予 算 現 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） △ 1,614,081,000

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 480,215,261

予 算 現 額 △ 1,763,454,000

不 用 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

 － －

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント低下している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは委託料 円及び貸付金 円である。さら

に性質別に見ると、物件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不用額は 円である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、労働諸費のうち長野地域 ターン就職

促進事業外１件にかかるものである。

第６款 農林業費 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

農 業 費

林 業 費

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計  

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは負担金補助及び交付金 円である。さらに性質別

に見ると、普通建設事業費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっており、これは主に、農業

費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは農業費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、農業費のうち（仮称）農業研修センター

整備事業外４件及び林業費のうち里山整備事業にかかるものである。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額

予 算 現 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ 60,819,588
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第７款 商工観光費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

商 工 費

観 光 費 △ 145,046,382

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計 △ 9,552,208  

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している｡また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは貸付金 円である。さらに性質別に見ると、貸

付金の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは観光費の減に

よるものである。

不用額は 円で、主なものは商工費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、商工費のうち地域経済循環創造交付金事

業及び観光費のうち真田丸を活用した誘客事業外４件にかかるものである。

第８款 土木費 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 13.0 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 13,302,161,532

予 算 現 額 △ 11,524,771,000

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額 △ 895,855,000

不 用 額

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度

支 出 済 額 △ 9,552,208

増    減
前年度

対　比

予 算 現 額 △ 1,173,980,000

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額 △ 543,921,000

不 用 額 △ 620,506,792
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第７款 商工観光費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

商 工 費

観 光 費 △ 145,046,382

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計 △ 9,552,208  

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント上昇している｡また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは貸付金 円である。さらに性質別に見ると、貸

付金の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは観光費の減に

よるものである。

不用額は 円で、主なものは商工費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、商工費のうち地域経済循環創造交付金事

業及び観光費のうち真田丸を活用した誘客事業外４件にかかるものである。

第８款 土木費 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 13.0 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 13,302,161,532

予 算 現 額 △ 11,524,771,000

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額 △ 895,855,000

不 用 額

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度

支 出 済 額 △ 9,552,208

増    減
前年度

対　比

予 算 現 額 △ 1,173,980,000

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額 △ 543,921,000

不 用 額 △ 620,506,792

 － －

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは工事請負費 円、負担金補助及び交付金

円である。さらに性質別に見ると、普通建設事業費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは主に、

都市計画費の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは道路橋りょう費及び土地区画整理費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、道路橋りょう費のうち道路新設改良事

業外３件、河川水路費のうち河川水路改修事業外１件、都市計画費のうち街路事業外１件、土地区画

整理費のうち長野駅周辺第二土地区画整理事業外１件及び住宅費のうち市営住宅維持修繕事業にか

かるものである。

第９款 消防費 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較

して ポイント低下している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは、給料 円及び職員手当等 円で

ある。さらに性質別に見ると、人件費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不用額は 円である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、消防費のうち高機能消防指令情報システ

ム整備事業にかかるものである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比項別

土 木 管 理 費 △ 27,367,454

道 路 橋 り ょ う 費 △ 1,438,565,956

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

土 地 区 画 整 理 費 △ 1,631,972,477

住 宅 費

河 川 水 路 費 △ 132,944,990

都 市 計 画 費 △ 10,261,619,776

合　　　　計 △ 13,302,161,532

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 4.1 ポイント

（Ｃ）

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

△ 1,628,391,398

予 算 現 額 △ 1,415,717,000

支 出 済 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額
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第 款 教育費 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは工事請負費 円である。さらに性質別に見ると、

普通建設事業費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは主に、小学校費

の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは小学校費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、小学校費のうち小学校耐震補強事業外

６件､中学校費のうち中学校耐震補強事業外２件、社会教育費のうち旧文武学校保存整備事業外３件

及び保健体育費のうち総合レクリエーションセンター改修事業外２件にかかるものである。

 
 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

中 学 校 費

高 等 学 校 費 △ 15,186,879

教 育 総 務 費

小 学 校 費 △ 971,793,417

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

合　　　　計 △ 7,284,109

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）翌 年 度 繰 越 額 △ 1,067,816,000

△ 7,284,109

予 算 現 額 △ 945,214,000

不 用 額

(Ｂ)／(Ａ)

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額
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第 款 教育費 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは工事請負費 円である。さらに性質別に見ると、

普通建設事業費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっており、これは主に、小学校費

の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは小学校費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、小学校費のうち小学校耐震補強事業外

６件､中学校費のうち中学校耐震補強事業外２件、社会教育費のうち旧文武学校保存整備事業外３件

及び保健体育費のうち総合レクリエーションセンター改修事業外２件にかかるものである。

 
 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比項別

中 学 校 費

高 等 学 校 費 △ 15,186,879

教 育 総 務 費

小 学 校 費 △ 971,793,417

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

合　　　　計 △ 7,284,109

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）翌 年 度 繰 越 額 △ 1,067,816,000

△ 7,284,109

予 算 現 額 △ 945,214,000

不 用 額

(Ｂ)／(Ａ)

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額

 － －

第 款 災害復旧費 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

－

教 育 施 設 災 害 復 旧 費

総 務 施 設 災 害 復 旧 費

消 防 施 設 災 害 復 旧 費

観 光 施 設 災 害 復 旧 費

項別

公共土木施設災害復旧費

農 林 施 設 災 害 復 旧 費

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計  

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比較し

て ポイント上昇している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは工事請負費 円である。さらに性質別に見ると、

全額災害復旧事業費である。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の増加となっており、これは主に、教育

施設災害復旧費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは公共土木施設災害復旧費である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費であり、公共土木施設災害復旧費のうち現年災害

道路施設復旧事業外１件及び農林施設災害復旧費のうち現年災害農業施設復旧事業にかかるもので

ある。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） △ 415,841,000

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

支 出 済 額

予 算 現 額

26年度 増    減
前年度

対　比

不 用 額

（単位　円・％)

年度
27年度
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 － －

第 款 公債費 
 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは償還金利子及び割引料 円である。さらに性

質別に見ると、公債費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不用額は 円である。

第 款 予備費 

当初予算額は 円で、充当した額はなく、不用額は 円となった。

 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 0.2 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 2,014,968,673

予 算 現 額 △ 2,028,446,000

不 用 額 △ 13,477,327

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額



特 別 会 計 
財産に関する調書 
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 － －

第 款 公債費 
 

支出済額は 円で、歳出総額に占める割合は ％であり、その割合は前年度に比

較して ポイント低下している。また、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額を節別に見ると、主なものは償還金利子及び割引料 円である。さらに性

質別に見ると、公債費の割合が高い。

支出済額を前年度に比較すると 円（ ％）の減少となっている。

不用額は 円である。

第 款 予備費 

当初予算額は 円で、充当した額はなく、不用額は 円となった。

 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 0.2 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 2,014,968,673

予 算 現 額 △ 2,028,446,000

不 用 額 △ 13,477,327

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

 － －

特 別 会 計 

国民健康保険特別会計外９会計の決算額は、歳入 円、歳出 円で、

歳入歳出差引残額は 円である。

前年度に比較して、歳入では 円（ ％）、歳出では 円（ ％）、

それぞれ増加している。

特別会計の決算状況は、次表のとおりである。

区分

会計別

対予算

現額

対調

定額

比較増減 △ 0.9 △ 0.1 △ 613,128,844

前年度対比 － － －

前

年

度

比

較

駐 車 場 事 業

飯 綱 高 原

ス キ ー 場 事 業

公 共 料 金 等

集 合 支 払

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡

観 光 施 設 事 業

母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付 事 業

介 護 保 険

執行率

国 民 健 康 保 険

24年度決算額24年度決算額

23年度決算額

後 期 高 齢 者 医 療

合     計

後 期 高 齢 者 医 療

26年度決算額

住 宅 新 築 資 金 等

貸 付 事 業

（単位　円・％）

歳　　　　入 歳　　　出

収入率予算現額

25年度決算額

調定額 決算額

歳入歳出

差引残額
決算額
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 － －

公共料金等集合支払特別会計を除くそれぞれの特別会計における一般会計からの繰入金の状況は、

次表のとおりである。 

区分

会計別

国 民 健 康 保 険

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

駐 車 場 事 業

飯 綱 高 原 ス キ ー 場 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介 護 保 険

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡 観 光 施 設 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　　　計

26 年 度 合 計 額

比　較　増　減 － －

前 年 度 対 比 － －

（単位　円・％）

歳入決算額 繰入額
歳入決算額に対する比

27年度 26年度

 

一般会計からの繰入額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加し

ている。

また、歳入決算額に対する繰入金の比率は ％で、前年度に比較して ポイント低下してい

る。さらに、会計別に見ると、後期高齢者医療特別会計で ポイント上昇している一方、鬼無里大

岡観光施設事業特別会計は ポイント、駐車場事業特別会計は ポイントそれぞれ低下した。
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 － －

公共料金等集合支払特別会計を除くそれぞれの特別会計における一般会計からの繰入金の状況は、

次表のとおりである。 

区分

会計別

国 民 健 康 保 険

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

駐 車 場 事 業

飯 綱 高 原 ス キ ー 場 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介 護 保 険

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡 観 光 施 設 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　　　計

26 年 度 合 計 額

比　較　増　減 － －

前 年 度 対 比 － －

（単位　円・％）

歳入決算額 繰入額
歳入決算額に対する比

27年度 26年度

 

一般会計からの繰入額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加し

ている。

また、歳入決算額に対する繰入金の比率は ％で、前年度に比較して ポイント低下してい

る。さらに、会計別に見ると、後期高齢者医療特別会計で ポイント上昇している一方、鬼無里大

岡観光施設事業特別会計は ポイント、駐車場事業特別会計は ポイントそれぞれ低下した。

 

 － －

特別会計の市債状況は、次表のとおりである。

（単位　円）

　　　　   区　分

 会計別

26年度末
未償還残高

27年度
借入額

27年度
元金償還額

27年度末
未償還残高

未償還残高
比較増減

国 民 健 康 保 険 △ 17,042,150

住 宅 新 築 資 金 等
貸 付 事 業

△ 4,265,250

駐 車 場 事 業 △ 109,845,513

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

△ 11,784,075

合　　　　　計 △ 142,936,988

 

平成 年度末における国民健康保険特別会計外３会計の市債未償還残高は 円で、前

年度に比較して 円減少した。
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 － －

国民健康保険特別会計 

当年度の事業勘定及び直診勘定の決算状況は、歳入決算額 円に対し、歳出決算額

は 円で、歳入歳出差引残額 円が翌年度へ繰り越されている。 

歳 入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歳 出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

予 算 現 額

支 出 済 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不用 額 △ 362,110,203

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収

入 済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.9 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 811,100,896 △ 359,998,360 △ 451,102,536

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額 △ 26,696,026

収 入 未 済 額 △ 66,822,527
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 － －

国民健康保険特別会計 

当年度の事業勘定及び直診勘定の決算状況は、歳入決算額 円に対し、歳出決算額

は 円で、歳入歳出差引残額 円が翌年度へ繰り越されている。 

歳 入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歳 出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

予 算 現 額

支 出 済 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不用 額 △ 362,110,203

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収

入 済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.9 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 811,100,896 △ 359,998,360 △ 451,102,536

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額 △ 26,696,026

収 入 未 済 額 △ 66,822,527

 － －

１ 事業勘定 
歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

歳  入  
歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。 
収入済額の主なものは、前期高齢者交付金 円（構成比率 ％）、共同事業交付

金 円（同 ％）及び国庫支出金 円（同 ％）である。前年度に

比較して 円（ ％）増加しているが、これは主に、共同事業交付金の増によるもの

である。

収入未済額は 円で、これは主に、国民健康保険料である。

不納欠損額は 円で、これは主に、国民健康保険料である。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

国 民 健 康 保 険 料 △ 344,278,511

国 民 健 康 保 険 税 △ 133,200

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 124,150

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 △ 107,273,757

療養給付費等交付金 △ 571,116,401

前 期 高 齢 者 交 付 金

共 同 事 業 交 付 金

財 産 収 入 △ 348,218

繰 入 金

繰 越 金 △ 214,273,881

諸 収 入 △ 69,236,945

合　　　　計

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 0.9 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

△ 26,696,026

収 入 未 済 額 △ 66,822,527

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 778,290,813 △ 338,819,452 △ 439,471,361

(Ｃ)／(Ａ)

調 定 額

収 入 済 額

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

（単位　円・％)
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 － －

国民健康保険料の収納状況は、次表のとおりである。

保険料の収納率は ％で、前年度と同率である。収入未済額は 円で、前年度に

比較して 円（ ％）減少している。

不納欠損額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少している。

歳  出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。

 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。 

区分

年度

（単位　円・％)

不納欠損額 収入未済額調定額 収入済額 収納率

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

不用 額 △ 373,731,305

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　計

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

積 立 金 △ 348,218

前期高齢者納付金等 △ 421,341

老 人 保 健 拠 出 金

介 護 納 付 金 △ 175,605,451

総 務 費 △ 940,000

保 険 給 付 費

後期高齢者支援金等

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

（単位　円・％)
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 － －

国民健康保険料の収納状況は、次表のとおりである。

保険料の収納率は ％で、前年度と同率である。収入未済額は 円で、前年度に

比較して 円（ ％）減少している。

不納欠損額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少している。

歳  出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。

 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。 

区分

年度

（単位　円・％)

不納欠損額 収入未済額調定額 収入済額 収納率

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

不用 額 △ 373,731,305

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　計

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

積 立 金 △ 348,218

前期高齢者納付金等 △ 421,341

老 人 保 健 拠 出 金

介 護 納 付 金 △ 175,605,451

総 務 費 △ 940,000

保 険 給 付 費

後期高齢者支援金等

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

（単位　円・％)

 － －

支出済額の主なものは、保険給付費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較

して 円（ ％）増加しているが、これは主に、共同事業拠出金の増によるものであ

る。

不用額は 円で、主なものは保険給付費である。

事業の概況等 
国民健康保険の加入状況は、次表のとおりである。

支払準備基金の状況は、次表のとおりである。

保険料収入が減少する一方、保険給付費は増加の一途をたどっている。また、国民健康保険料の収

納率は前年度と同率となったものの、収入未済額は前年度より ％減少した。

国民健康保険料は、強制徴収が可能な公債権であることから、財産調査や差押え等が適切に実施さ

れるようマニュアル等による債権管理を徹底するなど、保険料等の収入確保及び負担の公平性のため、

引き続き、収入未済額の早期解消に一層努められたい。

２ 直診勘定 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

歳 入

歳入の決算状況は、次表のとおりである。

（単位　円)

区分
年度

年度末基金積立金残高

27年度 26年度 25年度

（単位　世帯・人・％)

区分

年度

26年度末（27.3.31現在）

27年度末（28.3.31現在）

加入世帯数 加入者率加入者数

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 2.3 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 32,810,083 △ 21,178,908 △ 11,631,175

予 算 現 額

調 定 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比
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収入済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

県 支 出 金

診 療 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

合　　　　計

財 産 収 入

市 債

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

繰 入 金 △ 22,340,000

繰 越 金

諸 収 入 △ 1,827,522

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、診療収入 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、診療収入の増によるものである。

歳 出

歳出の決算状況は、次表のとおりである。

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、総務費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、医業費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは総務費である。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 2.3 ポイント

（Ｃ） －

不用 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

総 務 費 △ 12,028,517

合　　　　計

公 債 費

予 備 費

医 業 費

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別
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収入済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

県 支 出 金

診 療 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

合　　　　計

財 産 収 入

市 債

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

繰 入 金 △ 22,340,000

繰 越 金

諸 収 入 △ 1,827,522

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、診療収入 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、診療収入の増によるものである。

歳 出

歳出の決算状況は、次表のとおりである。

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、総務費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、医業費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは総務費である。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 2.3 ポイント

（Ｃ） －

不用 額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

総 務 費 △ 12,028,517

合　　　　計

公 債 費

予 備 費

医 業 費

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

 － －

 事業の概況等

各診療所の診療状況及び単年度収支は、次表のとおりである。

区 分

診療所

診療回数（回） 延人数（人） 単年度収支（円）

年度 年度 年度 年度 年度 年度

信更診療所 内科 △ △

歯科 △ △

信里診療所 内科 △ △

歯科 △ △

戸隠診療所 内科 △ △

歯科 △ △

鬼無里診療所 △ △

鬼無里歯科診療所 △ △

大岡診療所 △ △

大岡歯科診療所 △ △

中条診療所 △

合 計 △ △

単年度収支は中条診療所で黒字となったが、その他の全診療所で赤字となっている。今後の診療所

の在り方について、引き続き検討されたい。
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住宅新築資金等貸付事業特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

収入済額の内訳は、次のとおりである。

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、諸収入 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）減少しているが、これは主に、諸収入の減によるものである。

収入未済額は 円で、これは、全額諸収入である。前年度に比較して 円（ ％）

減少している。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

諸 収 入 △ 1,652,243

合　　　　計 △ 1,755,654

前年度

対　比款別

△ 43,411財 産 収 入

年度 27年度
増    減

繰 越 金 △ 60,000

（単位　円・％)

26年度

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 1.7 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率 △ 1.9 ポイント

－

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

（単位　円・％)

増    減
前年度

対　比

△ 2,887,982

△ 2,200,000

26年度

予 算 現 額

収 入 未 済 額

収 入 済 額 △ 1,755,654

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)－(Ａ)

27年度
年度

△ 2,176,529

調 定 額

△ 2,620,875

△ 1,132,328
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住宅新築資金等貸付事業特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

収入済額の内訳は、次のとおりである。

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、諸収入 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）減少しているが、これは主に、諸収入の減によるものである。

収入未済額は 円で、これは、全額諸収入である。前年度に比較して 円（ ％）

減少している。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

諸 収 入 △ 1,652,243

合　　　　計 △ 1,755,654

前年度

対　比款別

△ 43,411財 産 収 入

年度 27年度
増    減

繰 越 金 △ 60,000

（単位　円・％)

26年度

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率 △ 1.7 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率 △ 1.9 ポイント

－

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

（単位　円・％)

増    減
前年度

対　比

△ 2,887,982

△ 2,200,000

26年度

予 算 現 額

収 入 未 済 額

収 入 済 額 △ 1,755,654

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)－(Ａ)

27年度
年度

△ 2,176,529

調 定 額

△ 2,620,875

△ 1,132,328

 － －

２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、公債費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

（ ％）減少しているが、これは主に、諸支出金の減によるものである。

不用額は 円で、主なものは諸支出金である。

 

３ 事業の概況等 

当年度末の貸付件数及び残額（元金）は 件、 円となっている。なお、新規貸付は平

成 年３月 日をもって条例が廃止され、以後行われていない。

貸付金の償還状況は、次表のとおりである。 
（単位 円・％）

区 分
年度末

収入未済額

調定額

（現年度分＋過年度分）

償還額（ ）

（ 年度中）

年度末

収入未済額

償 還 率

（ ）

金 額

収入未済額は前年度より減少しているものの、償還率は前年度より低下した。負担の公平性の観点

からも、督促や納付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、保証人等の調査、法的

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 2.4 ポイント

（Ｃ） －

予 算 現 額 △ 2,200,000

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

△ 1,777,654

(Ｂ)／(Ａ)

支 出 済 額

翌 年 度 繰 越 額

△ 422,346不用額

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

前年度

対　比

26年度
増    減

27年度

△ 1,777,654合　　　　計

△ 773,491

諸 支 出 金 △ 1,004,163

予 備 費

公 債 費

（単位　円・％)
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措置を前提とした催告など、実効性のある徴収方法の適時実施やマニュアル等による債権管理の徹底

を図ることにより、引き続き収入未済額の早期解消に努められたい。 
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措置を前提とした催告など、実効性のある徴収方法の適時実施やマニュアル等による債権管理の徹底

を図ることにより、引き続き収入未済額の早期解消に努められたい。 

 － －

駐車場事業特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

なお、所管する駐車場は、指定管理者が管理運営を行っている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、使用料及び手数料 円（構成比率 ％）である。前年度に

比較して 円（ ％）減少しているが、これは主に、繰入金の減によるものである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

使 用 料 及 び 手 数 料

合　　　　計 △ 3,763,116

繰 入 金 △ 12,650,000

繰 越 金

諸 収 入 △ 84,136

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 2,691,654 △ 8,928,538

収 入 済 額 △ 3,763,116

調 定 額 △ 3,763,116

増    減
前年度

対　比

予 算 現 額 △ 10,000,000

27年度 26年度
年度

（単位　円・％)
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 

 
 
 
 

 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の内訳は、公債費 円（構成比率 ％）及び駐車場事業費 円

（同 ％）である。前年度に比較して 円（ ％）減少しているが、これは公債費の減

によるものである。

不用額は 円で、主なものは駐車場事業費である。

３ 事業の概況等 

各駐車場の利用状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 

※ 長野駅善光寺口駐車場は、長野駅善光寺口駅前広場整備事業に伴い、平成 年７月１日から

平成 年３月 日まで営業を休止した。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

△ 6,236,635不用額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

支 出 済 額 △ 3,763,365

予 算 現 額 △ 10,000,000

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－予 備 費

合　　　　計 △ 3,763,365

駐 車 場 事 業 費

公 債 費 △ 10,302,634

前年度

対　比

27年度 26年度

（単位　円・％)

増    減

区分

長  野  駅

善光寺口

駐 車 場

長 野 駅

東　　口

駐 車 場

年度 一般利用
定期

利用
計 一般利用

定期

利用
計 一般利用 一般利用

△ 2,706 △ 73 △ 2,779 △ 13

－

長野駅東口地下駐車場

（単位　台・％)

合　計

前年度対比

長野駅前立体駐車場

パーキングメーター

比較増減
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 

 
 
 
 

 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の内訳は、公債費 円（構成比率 ％）及び駐車場事業費 円

（同 ％）である。前年度に比較して 円（ ％）減少しているが、これは公債費の減

によるものである。

不用額は 円で、主なものは駐車場事業費である。

３ 事業の概況等 

各駐車場の利用状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 

※ 長野駅善光寺口駐車場は、長野駅善光寺口駅前広場整備事業に伴い、平成 年７月１日から

平成 年３月 日まで営業を休止した。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

△ 6,236,635不用額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

支 出 済 額 △ 3,763,365

予 算 現 額 △ 10,000,000

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－予 備 費

合　　　　計 △ 3,763,365

駐 車 場 事 業 費

公 債 費 △ 10,302,634

前年度

対　比

27年度 26年度

（単位　円・％)

増    減

区分

長  野  駅

善光寺口

駐 車 場

長 野 駅

東　　口

駐 車 場

年度 一般利用
定期

利用
計 一般利用

定期

利用
計 一般利用 一般利用

△ 2,706 △ 73 △ 2,779 △ 13

－

長野駅東口地下駐車場

（単位　台・％)

合　計

前年度対比

長野駅前立体駐車場

パーキングメーター

比較増減

 － －

飯綱高原スキー場事業特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

なお、飯綱高原スキー場は、指定管理者が管理運営を行っている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、繰入金 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、繰入金の増によるものである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

合　　　　計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入 △ 600

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－

（単位　円・％)

27年度
前年度

対　比
増    減

予 算 現 額

26年度

調 定 額

△ 944,349

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 39,032

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)／(Ａ)

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

年度
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、全額スキー場事業費である。前年度に比較して 円（ ％）増加している。

３ 事業の概況等 

飯綱高原スキー場の利用状況は、次表のとおりである。 

 

区分

（人） （人） （日）

比較増減 △ 40,256 △ 361,734 △ 52

前年度対比（％）

年度

スキーリフト輸送人員利用者数 営業日数

リフト料金を適切な金額に設定するための包括的なシミュレーションや滑走エリアの見直し等に

よる経費削減策についての検討とともに、夏季のスキー場の活用や周辺施設との連携、一体的活用な

ど、利用客の確保・増加に向けた更なる努力を望むものである。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

△ 906,634不用額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

合　　　　計

予 備 費

ス キ ー 場 事 業 費

増    減
27年度 26年度 前年度

対　比

（単位　円・％)
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、全額スキー場事業費である。前年度に比較して 円（ ％）増加している。

３ 事業の概況等 

飯綱高原スキー場の利用状況は、次表のとおりである。 

 

区分

（人） （人） （日）

比較増減 △ 40,256 △ 361,734 △ 52

前年度対比（％）

年度

スキーリフト輸送人員利用者数 営業日数

リフト料金を適切な金額に設定するための包括的なシミュレーションや滑走エリアの見直し等に

よる経費削減策についての検討とともに、夏季のスキー場の活用や周辺施設との連携、一体的活用な

ど、利用客の確保・増加に向けた更なる努力を望むものである。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

△ 906,634不用額

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

合　　　　計

予 備 費

ス キ ー 場 事 業 費

増    減
27年度 26年度 前年度

対　比

（単位　円・％)

 － －

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、繰越金 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、繰越金の増によるものである。

収入未済額は 円で、これは、全額諸収入である。前年度に比較して 円（ ％）

増加している。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

合　　　　計

款別

△ 6,060,744

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 21.0 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

（単位　円・％)

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

年度

予 算 現 額

調 定 額

(Ｃ)－(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

収 入 済 額
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２ 歳 出  
歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

 

 
支出済額の内訳は、次のとおりである。 

 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、諸支出金 円（構成比率 ％）及び母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

円（同 ％）である。前年度に比較し 円（ ％）増加しているが、これ

は、諸支出金の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは母子父子寡婦福祉資金貸付事業費である。

３ 事業の概況等 

母子父子寡婦福祉資金貸付状況は、次表のとおりである。 

年度 
区分 

年度 年度 比較増減 前年度対比（％） 

貸付件数（件） △

貸付金額（円） △

貸付金及び違約金の償還状況は、次表のとおりである。 
    (単位 円) 

区分 年度末収入未済額 年度中調定額 年度中償還額 年度末収入未済額

金額 

収入未済額は前年度より増加した。今後も、マニュアル等による債権管理の徹底により、督促や納

付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とした催告など、実効性

のある徴収方法を適時に実施し、収入未済額の早期解消に努められたい。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

不用額

(Ｂ)／(Ａ)

支 出 済 額

△ 975,935

予 算 現 額

翌 年 度 繰 越 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

27年度 26年度

諸 支 出 金

合　　　　計

（単位　円・％)

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

貸 付 事 業 費
△ 3,334,872

増    減
前年度

対　比
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２ 歳 出  
歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

 

 
支出済額の内訳は、次のとおりである。 

 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、諸支出金 円（構成比率 ％）及び母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

円（同 ％）である。前年度に比較し 円（ ％）増加しているが、これ

は、諸支出金の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは母子父子寡婦福祉資金貸付事業費である。

３ 事業の概況等 

母子父子寡婦福祉資金貸付状況は、次表のとおりである。 

年度 
区分 

年度 年度 比較増減 前年度対比（％） 

貸付件数（件） △

貸付金額（円） △

貸付金及び違約金の償還状況は、次表のとおりである。 
    (単位 円) 

区分 年度末収入未済額 年度中調定額 年度中償還額 年度末収入未済額

金額 

収入未済額は前年度より増加した。今後も、マニュアル等による債権管理の徹底により、督促や納

付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とした催告など、実効性

のある徴収方法を適時に実施し、収入未済額の早期解消に努められたい。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

不用額

(Ｂ)／(Ａ)

支 出 済 額

△ 975,935

予 算 現 額

翌 年 度 繰 越 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

27年度 26年度

諸 支 出 金

合　　　　計

（単位　円・％)

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

貸 付 事 業 費
△ 3,334,872

増    減
前年度

対　比

 － －

介護保険特別会計 

当年度の保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の決算状況は、歳入決算額 円に

対し、歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額 円が翌年度へ繰り越され

ている。

歳 入 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収

入 済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 1.2 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

収 入 未 済 額

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 1,443,009,362 △ 1,021,248,939 △ 421,760,423

増    減
前年度

対　比

収 入 済 額

（単位　円・％)

27年度 26年度

調 定 額

予 算 現 額

年度

 

歳 出 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 1.7 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額

不用額

翌 年 度 繰 越 額

予 算 現 額

(Ｂ)／(Ａ)

 
 

 
１ 保険事業勘定 

歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。
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歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 1.2 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

増    減
前年度

対　比

予 算 現 額

27年度 26年度
年度

調 定 額

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 1,440,428,172 △ 1,021,073,985 △ 419,354,187

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額  
 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

県 支 出 金

財 産 収 入 △ 379,114

諸 収 入

繰 越 金 △ 4,039,424

繰 入 金

支 払 基 金 交 付 金 △ 184,259,320

合　　　　計

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

（単位　円・％)

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、支払基金交付金 円（構成比率 ％）、国庫支出金

円（同 ％）及び保険料 円（同 ％）である。

収入未済額は 円で、保険料及び諸収入である。前年度に比較して 円（ ％）

増加している。

不納欠損額は 円で、これは、全額保険料である。前年度に比較して 円（ ％）

増加している。
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歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 1.2 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

（単位　円・％)

増    減
前年度

対　比

予 算 現 額

27年度 26年度
年度

調 定 額

収 入 済 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 1,440,428,172 △ 1,021,073,985 △ 419,354,187

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額  
 

収入済額の内訳は、次のとおりである。 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

県 支 出 金

財 産 収 入 △ 379,114

諸 収 入

繰 越 金 △ 4,039,424

繰 入 金

支 払 基 金 交 付 金 △ 184,259,320

合　　　　計

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

（単位　円・％)

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、支払基金交付金 円（構成比率 ％）、国庫支出金

円（同 ％）及び保険料 円（同 ％）である。

収入未済額は 円で、保険料及び諸収入である。前年度に比較して 円（ ％）

増加している。

不納欠損額は 円で、これは、全額保険料である。前年度に比較して 円（ ％）

増加している。

 － －

普通徴収の保険料の収納状況は、次表のとおりである。

普通徴収の保険料の収納率は ％で、前年度に比較して ポイント低下している。

歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 1.7 ポイント

（Ｃ） －翌 年 度 繰 越 額

不用額

(Ｂ)／(Ａ)

予 算 現 額

支 出 済 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

地 域 支 援 事 業 費

保 険 給 付 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金 △ 3,552,196

合　　　　計

増    減
前年度

対　比

（単位　円・％)

総 務 費

27年度 26年度

 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、保険給付費 円（構成比率 ％）である。

不用額は 円で、主なものは保険給付費である。

区分

年度
収納率

年度

年度

年度

（単位　円・％

不納欠損額 収入未済額調定額 収入済額

年度

年度
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事業の概況等 

被保険者数等及び介護サービスの状況は、次表のとおりである。 
（単位 人） 

年　月

区　分

施 設 サ ー ビ ス

地域密着型サービス

居 宅 サ ー ビ ス

合 計

利 用 率 ポイント －

介護サービス
受給者数

△ 24 

前年度対比

（単位　人・％）

平成28年３月

要 介 護 ・ 要 支 援 認 定 者 数

平成27年３月 比較増減

 
普通徴収の収納率は低下し、収入未済額は増加している。介護保険料は、強制徴収が可能な公債権

であることから、財産調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等による債権管理を徹底す

るなど、保険料負担の公平性の観点からも、引き続き、収入未済額の早期解消に一層努められたい。

２ 介護サービス事業勘定 

歳入決算額は 円であり、歳出決算額も同額となっている。

歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 

年 度

区 分

第 号被保険者数 第 号被保険者数

年度 年度 年度 年度

被保険者数 医療保険加入者数

要介護・要支援認定者数

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 7.1 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 2,581,190 △ 174,954 △ 2,406,236

収 入 済 額

調 定 額

年度

予 算 現 額

増    減
前年度

対　比

（単位　円・％)

27年度 26年度



― 69 ―
 － －

事業の概況等 

被保険者数等及び介護サービスの状況は、次表のとおりである。 
（単位 人） 

年　月

区　分

施 設 サ ー ビ ス

地域密着型サービス

居 宅 サ ー ビ ス

合 計

利 用 率 ポイント －

介護サービス
受給者数

△ 24 

前年度対比

（単位　人・％）

平成28年３月

要 介 護 ・ 要 支 援 認 定 者 数

平成27年３月 比較増減

 
普通徴収の収納率は低下し、収入未済額は増加している。介護保険料は、強制徴収が可能な公債権

であることから、財産調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等による債権管理を徹底す

るなど、保険料負担の公平性の観点からも、引き続き、収入未済額の早期解消に一層努められたい。

２ 介護サービス事業勘定 

歳入決算額は 円であり、歳出決算額も同額となっている。

歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 

年 度

区 分

第 号被保険者数 第 号被保険者数

年度 年度 年度 年度

被保険者数 医療保険加入者数

要介護・要支援認定者数

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 7.1 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 2,581,190 △ 174,954 △ 2,406,236

収 入 済 額

調 定 額

年度

予 算 現 額

増    減
前年度

対　比

（単位　円・％)

27年度 26年度

 － －

収入済額の内訳は、次のとおりである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比
款別

合　　　　計

サ ー ビ ス 収 入

繰 越 金

 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額は、全額サービス収入である。

歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 7.1 ポイント

（Ｃ） －

予 算 現 額

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不用額

支 出 済 額

 

支出済額の内訳は、次のとおりである。

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

サ ー ビ ス 事 業 費

増    減
前年度

対　比

総 務 費

諸 支 出 金 △ 4,027,978

（単位　円・％)

27年度 26年度

合　　　　計  

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、サービス事業費 円（構成比率 ％）である。

不用額は 円で、主なものはサービス事業費である。
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事業の概況等 

介護サービス事業の状況は､次表のとおりである｡ 

 

年 度

区 分
年度 年度 比較増減 前年度対比（％） 

予防サービス計画作成件数（件） △
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事業の概況等 

介護サービス事業の状況は､次表のとおりである｡ 

 

年 度

区 分
年度 年度 比較増減 前年度対比（％） 

予防サービス計画作成件数（件） △

 － －

授産施設特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

なお、信州新町授産センター及び中条社会就労センターについては、指定管理者が管理運営を行っ

ている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 

収入済額の内訳は、次のとおりである。

 
 
 
 
 
 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、分担金及び負担金 円（構成比率 ％）である。前年度に比

較して 円（ ％）増加しているが、これは主に、繰越金の増によるものである。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－繰 入 金

繰 越 金

事 業 収 入 △ 1,465,393

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 87,196

分 担 金 及 び 負 担 金

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比
款別

（単位　円・％)

△ 967,141諸 収 入

合　　　　計

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 1.5 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ｂ)

(Ｃ)－(Ａ) △ 40,669

(Ｃ)／(Ａ)

調 定 額

収 入 済 額

年度

予 算 現 額

27年度 26年度 増    減

（単位　円・％)

前年度

対　比

△ 1,088,371
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、全額授産施設事業費である。前年度に比較して 円（ ％）減少している。 

３ 事業の概況等 

当年度末の施設の状況は、次表のとおりである。 
 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 5.5 ポイント

（Ｃ） －

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不用額

支 出 済 額 △ 3,000,639

予 算 現 額

年度

（単位　円・％)

前年度

対　比
27年度 26年度 増    減

（単位　人・％）

区分

年度 定員 利用許可者数 定員 利用許可者数 定員 利用許可者数

比較増減 △ 2 △ 2 △ 1

前年度対比

戸隠福祉企業センター 信州新町授産センター 中条社会就労センター
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、全額授産施設事業費である。前年度に比較して 円（ ％）減少している。 

３ 事業の概況等 

当年度末の施設の状況は、次表のとおりである。 
 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 5.5 ポイント

（Ｃ） －

(Ｂ)／(Ａ)

翌 年 度 繰 越 額

不用額

支 出 済 額 △ 3,000,639

予 算 現 額

年度

（単位　円・％)

前年度

対　比
27年度 26年度 増    減

（単位　人・％）

区分

年度 定員 利用許可者数 定員 利用許可者数 定員 利用許可者数

比較増減 △ 2 △ 2 △ 1

前年度対比

戸隠福祉企業センター 信州新町授産センター 中条社会就労センター

 － －

鬼無里大岡観光施設事業特別会計 

当年度の歳入決算 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残額

円が翌年度へ繰り越されている。

なお、鬼無里の湯、大岡観光施設及び鬼無里ふるさと体験施設については、指定管理者が管理運営

を行っている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
収入済額の内訳は、次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、繰入金 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、使用料及び手数料並びに繰越金の増によるも

のである。

収入未済額は 円で、これは全額諸収入である。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比
款別

合　　　　計

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

繰 入 金 △ 308,000

繰 越 金

財 産 収 入

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

（単位　円・％)

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

調 定 額

年度

予 算 現 額

(Ｃ)－(Ａ) △ 4,965,249 △ 6,181,017

収 入 済 額

不 納 欠 損 額

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

収 入 未 済 額
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。 

 
 
 
 
 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、事業費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、事業費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは事業費である。

３ 事業の概況等 

主な施設の利用状況は、次表のとおりである。 
 
 

 
 
 
 

※ 平成 年３月 日に発生した土砂崩落災害により、平成 年度の奥裾花自然園は休園となっ

た。平成 年５月２日に開園したものの、長野県による林道大川線復旧工事のため、同年６月

日から９月 日までの間が休園となった。 

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

26年度
増    減

前年度

対　比

事 業 費

合　　　　計

（単位　円・％)

27年度

総 務 費

予 備 費

（単位　人・％）

区分 奥裾花自然園 鬼無里の湯 聖山パノラマホテル
鬼無里ふるさと

体験館

年度 入園者数 宿泊者数 宿泊者数 利用者数

比較増減

前年度対比 －

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

予 算 現 額

翌 年 度 繰 越 額

(Ｂ)／(Ａ)

支 出 済 額

不用額

△ 4,000,000

△ 1,240,651

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出済額の内訳は、次のとおりである。 

 
 
 
 
 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、事業費 円（構成比率 ％）である。前年度に比較して

円（ ％）増加しているが、これは主に、事業費の増によるものである。

不用額は 円で、主なものは事業費である。

３ 事業の概況等 

主な施設の利用状況は、次表のとおりである。 
 
 

 
 
 
 

※ 平成 年３月 日に発生した土砂崩落災害により、平成 年度の奥裾花自然園は休園となっ

た。平成 年５月２日に開園したものの、長野県による林道大川線復旧工事のため、同年６月

日から９月 日までの間が休園となった。 

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

26年度
増    減

前年度

対　比

事 業 費

合　　　　計

（単位　円・％)

27年度

総 務 費

予 備 費

（単位　人・％）

区分 奥裾花自然園 鬼無里の湯 聖山パノラマホテル
鬼無里ふるさと

体験館

年度 入園者数 宿泊者数 宿泊者数 利用者数

比較増減

前年度対比 －

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ）

予 算 現 額

翌 年 度 繰 越 額

(Ｂ)／(Ａ)

支 出 済 額

不用額

△ 4,000,000

△ 1,240,651

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

 － －

後期高齢者医療特別会計 

当年度の歳入決算額 円に対する歳出決算額は 円で、歳入歳出差引残

額 円が翌年度へ繰り越されている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 

収入済額の内訳は、次のとおりである。

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料 円（構成比率 ％）である。

収入未済額は 円で、これは、全額後期高齢者医療保険料である。

不納欠損額は 円で、これは、全額後期高齢者医療保険料である。

金　　額 構成比 金　　額 構成比

後期高齢者医療保険料 △ 53,319,550

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 31,700

合　　　　計 △ 364,070

繰 入 金

諸 収 入

（単位　円・％)

年度 27年度 26年度
増    減

前年度

対　比款別

繰 越 金

区分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

27年度

（単位　円・％)

26年度 増    減
前年度

対　比

年度

予 算 現 額 △ 67,265,000

調 定 額 △ 1,317,670

収 入 済 額 △ 364,070

(Ｃ)－(Ａ) △ 28,457,579 △ 95,358,509

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額 △ 1,535,850



― 76 ―
 － －

２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金 円（構成比率 ％）で

ある。

不用額は 円で、主なものは後期高齢者医療広域連合納付金である。

３ 事業の概況等 

被保険者数は、次表のとおりである。

（単位 人・％）

収入未済額は前年度に比較して 円（ ％）減少しているが、後期高齢者医療保険料は

強制徴収が可能な公債権であることから、財産調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等

による債権管理を徹底するなど、保険料負担の公平性の観点からも、引き続き、未収金の早期解消に

努められたい。 

年度 
区分 

年度 年度 比較増減 前年度比較 

被 保 険 者 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

△ 60,730,908

△ 67,265,000

支 出 済 額

（単位　円・％)

翌 年 度 繰 越 額

(Ｂ)／(Ａ)

不用額

△ 6,534,092

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

（単位　円・％)

27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計 △ 6,534,092

後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金
△ 14,077,191

諸 支 出 金

予 備 費

総 務 費
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２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支出済額の内訳は、次のとおりである。

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金 円（構成比率 ％）で

ある。

不用額は 円で、主なものは後期高齢者医療広域連合納付金である。

３ 事業の概況等 

被保険者数は、次表のとおりである。

（単位 人・％）

収入未済額は前年度に比較して 円（ ％）減少しているが、後期高齢者医療保険料は

強制徴収が可能な公債権であることから、財産調査や差押え等が適切に実施されるようマニュアル等

による債権管理を徹底するなど、保険料負担の公平性の観点からも、引き続き、未収金の早期解消に

努められたい。 

年度 
区分 

年度 年度 比較増減 前年度比較 

被 保 険 者 

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 ポイント

（Ｃ） －

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

予 算 現 額

△ 60,730,908

△ 67,265,000

支 出 済 額

（単位　円・％)

翌 年 度 繰 越 額

(Ｂ)／(Ａ)

不用額

△ 6,534,092

年度

款別 金　　額 構成比 金　　額 構成比

－

（単位　円・％)

27年度 26年度
増    減

前年度

対　比

合　　　　計 △ 6,534,092

後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金
△ 14,077,191

諸 支 出 金

予 備 費

総 務 費

 － －

公共料金等集合支払特別会計 

当年度の歳入決算額は 円であり、歳出決算額も同額となっている。

１ 歳 入 

歳入の決算状況は、次表のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収入済額は 円で、調定額に対して ％の収入率である。

収入済額は、全額繰替金収入である。前年度に比較して 円（ ％）減少している。

 
２ 歳 出 

歳出の決算状況は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

支出済額は 円で、予算現額に対して ％の執行率である。

支出済額は、全額集合支払費である。前年度に比較して 円（ ％）減少している。

区分

（Ａ）

（Ｂ）

執 行 率 △ 5.8 ポイント

（Ｃ） －

（単位　円・％)

年度
27年度 26年度 増    減

前年度

対　比

支 出 済 額 △ 79,730,961

翌 年 度 繰 越 額

不用額

(Ｂ)／(Ａ)

予 算 現 額

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

予 算 現 額 と 収 入

済 額 と の 差

予 算 現 額 に 対

す る 収 入 率
△ 5.8 ポイント

調 定 額 に 対

す る 収 入 率
ポイント

－

－

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

（単位　円・％)

区分

年度

27年度 26年度 増    減
前年度

対　比

予 算 現 額

調 定 額 △ 79,730,961

収 入 済 額 △ 79,730,961

(Ｃ)－(Ａ) △ 264,322,913 △ 148,691,952 △ 115,630,961

(Ｃ)／(Ａ)

(Ｃ)／(Ｂ)



特 別 会 計 
財産に関する調書 
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財 産 に 関 す る 調 書
 
財産の決算年度中の増減及び年度末現在の状況は、次表のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位 前年度末現在高 決算年度中増加高 決算年度中減少高 決算年度末現在高

土　　　　　地 ㎡

建　　　　　物 ㎡

山　　　　　林

　　　面　　　　　　積 ㎡

　　　立木の推定蓄積量 ㎥

物権（地上権） ㎡

有　価　証　券 円

出資による権利 円

点

円

円

長野市財政調整基金 円

長野市特別会計国民健康保険支払準備基金 円

長野市奨学基金 円

長野市土地開発基金 円

長野市住宅新築資金等貸付事業債償還準備基金 円

長野市老人大学園設置運営基金 円

長野市民病院建設基金 円

長野市減債基金 円

長野市大学整備基金 円

長野市市制９０周年記念文化施設建設基金 円

長野市都市デザイン基金 円

長野市芸術文化振興基金 円

長野市防災基金 円

長野市スポーツ振興基金 円

長野市ふれあい長寿社会福祉基金 円

長野市国際交流基金 円

長野市リサイクル基金 円

長野市職員退職手当基金 円

長野市子供たちの国際交流基金 円

長野市介護給付費準備基金 円

長野市都市緑化基金 円

子どもたちの国際教育のための倉石忠雄基金 円

長野市庁舎整備基金 円

長野市ふるさと応援基金 円

長野市地域振興基金 円

長野市公共交通機関活性化基金 円

長野市冬季競技振興基金 円

長野市過疎地域自立促進基金 円

長野市水内ダム関連排水機場維持管理基金 円

※物品は、取得価格又は評価価格100万円以上のもの

基　　　　　金

区　 　　　　分

公　有　財　産

物　　　　　品

債　　　　　権
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１ 公有財産

土地の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡増加してい

る。これは主に、行政財産のうち公共用財産の増によるものである。

建物の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡増加している。

これは主に、行政財産のうち公共用財産の増によるものである。

物権（地上権）の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡減少して

いる。

有価証券の決算年度末現在高は 円で、前年度と同額である。

出資による権利の決算年度末現在高は 円で、前年度と同額である。

２ 物 品

物品の決算年度末現在高は 点で、前年度に比較して 点増加している。

３ 債 権

債権の決算年度末現在高は 円で、前年度に比較して 円減少している。

これは主に、地域総合整備資金貸付金の減によるものである。

４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 円で、前年度に比較して 円減少し

ている。

長野市介護給付費準備基金等が増加し、長野市特別会計国民健康保険支払準備基金等が減少

した。



基 金 の 運 用 状 況 審 査 資 料 
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１ 公有財産

土地の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡増加してい

る。これは主に、行政財産のうち公共用財産の増によるものである。

建物の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡増加している。

これは主に、行政財産のうち公共用財産の増によるものである。

物権（地上権）の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較して ㎡減少して

いる。

有価証券の決算年度末現在高は 円で、前年度と同額である。

出資による権利の決算年度末現在高は 円で、前年度と同額である。

２ 物 品

物品の決算年度末現在高は 点で、前年度に比較して 点増加している。

３ 債 権

債権の決算年度末現在高は 円で、前年度に比較して 円減少している。

これは主に、地域総合整備資金貸付金の減によるものである。

４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 円で、前年度に比較して 円減少し

ている。

長野市介護給付費準備基金等が増加し、長野市特別会計国民健康保険支払準備基金等が減少

した。

 － －

平成 年度基金運用状況審査意見

第１ 審査の対象

長野市奨学基金

長野市土地開発基金

第２ 審査の期間

平成 年６月 日から８月 日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、長野市奨学基金及び長野市土地開発基金の運用状況を示す書類につい

て、計数が正確であるか、運用が適正かつ効率的に行われているかについて、会計管理者及

び関係課所管の諸帳簿、証書類と照合するとともに、関係職員の説明聴取を実施した。

また、例月現金出納検査及び定期監査の結果も参考にして審査した。

第４ 審査の結果

長野市奨学基金及び長野市土地開発基金の運用状況を示す書類の計数は、関係諸帳簿と符

合し正確であるものと認められた。

また、運用状況についてもおおむね適正であるものと認められた。
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長 野 市 奨 学 基 金

本基金は、育英事業の効果的推進を図るために、地方自治法第 条の規定に基づき設置したもの

である。

基金積立の限度額 円

前年度末基金高 円

運用高（貸付金未償還残高） 円

現金高 円

決算年度中増減

決算年度中運用高（貸付額） 円

〃 （償還額） 円

決算年度末基金高 円

運用高（貸付金未償還残高） 円

現金高 円

決算年度中運用高（貸付額） 円は、高等学校在学生 人及び国立高等専門学校在学生

２人の合計 人に対し資金を貸し付けたものである。

決算年度末運用高（貸付金未償還残高）のうち、滞納額は 円（ 人）であり、前年度

に比較すると人数は減少したものの金額は増加している。今後も、マニュアル等による債権管理の徹

底により、督促や納付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とし

た催告など、実効性のある徴収方法を適時に実施し、その解消に一層努められたい。
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長 野 市 奨 学 基 金

本基金は、育英事業の効果的推進を図るために、地方自治法第 条の規定に基づき設置したもの

である。

基金積立の限度額 円

前年度末基金高 円

運用高（貸付金未償還残高） 円

現金高 円

決算年度中増減

決算年度中運用高（貸付額） 円

〃 （償還額） 円

決算年度末基金高 円

運用高（貸付金未償還残高） 円

現金高 円

決算年度中運用高（貸付額） 円は、高等学校在学生 人及び国立高等専門学校在学生

２人の合計 人に対し資金を貸し付けたものである。

決算年度末運用高（貸付金未償還残高）のうち、滞納額は 円（ 人）であり、前年度

に比較すると人数は減少したものの金額は増加している。今後も、マニュアル等による債権管理の徹

底により、督促や納付誓約書の徴取、一部納付等による時効中断の確実な実施、法的措置を前提とし

た催告など、実効性のある徴収方法を適時に実施し、その解消に一層努められたい。

 － －

長 野 市 土 地 開 発 基 金

本基金は、公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要のある土地をあ

らかじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るために、地方自治法第 条の規定に基づき

設置したものである。

前年度末基金高 円

土地保有高 円

現金高 円

貸付金 円

債権・債務（△） 円

決算年度中増減

現金

決算年度中増加高 円

決算年度中減少高 円

貸付金

決算年度中増加高 円

決算年度中減少高 円

債権・債務（△）

決算年度中増加高 円

決算年度中減少高 円

決算年度末基金高 円 
土地保有高 円

現金高 円

貸付金 円

債権・債務（△） 円

決算年度末貸付金 円は、土地保有のほか上記目的の土地取得のため、産業団地事業会

計へ貸し付けられているものである。

なお、現金の決算年度中増加高 円及び債権・債務（△）の決算年度中増加高

円は、基金の運用利子である。



基 金 の 運 用 状 況 審 査 資 料 
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審 査 資 料 目 次

「第１表」歳入歳出決算総括表

「第２表」純計決算額

「第３表」各会計の剰余金

「第４表」歳入款別一覧表

「第５表」歳出款別一覧表

「第６表」性質別経費内訳表（一般会計）

「第７表の１」歳出節別集計表［その１］（一般会計）

「第７表の２」歳出節別集計表［その２］（一般会計）

「第８表」市税収入状況一覧表

「第９表の１」自主財源及び依存財源別年度比較表（一般会計）

「第９表の２」特定財源及び一般財源別年度比較表（一般会計）

「第９表の３」自主財源及び依存財源内訳表（特別会計）

「第 表」特別会計歳入歳出執行状況一覧表
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第１表

予 算 現 額
（Ａ）

調  定  額
収 入 済 額

（Ｂ）
不納欠損額 収入未済額

予算現額と収入
済額との比較
(Ｂ)－(Ａ)

△ 14,158,756,923

事 業 勘 定 △ 778,290,813

直 診 勘 定 △ 32,810,083

△ 2,176,529

△ 2,691,654

△ 39,032

保 険 事 業
勘 定

△ 1,440,428,172

介護サービ
ス事業勘定

△ 2,581,190

△ 40,669

△ 4,965,249

△ 28,457,579

△ 264,322,913

△ 2,510,388,885

△ 16,669,145,808

区　分

会計別

歳　　　　　　　　　　入

合　　　　　計

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事 業

公 共 料 金 等
集 合 支 払

鬼 無 里 大 岡
観光施設事業

計

介
護
保
険

後 期 高 齢 者
医 療

歳　　入　　歳　　出　

駐 車 場 事 業

一　般　会　計

国
民
健
康
保
険

特

別

会

計

住宅新築資金
等 貸 付 事 業

授 産 施 設

飯 綱 高 原 ス
キ ー 場 事 業

－84－



― 87 ―

（単位　円）

予 算 現 額
（Ｃ）

支 出 済 額
（Ｄ）

翌年度繰越額 不 用 額
予算現額と支出
済額との比較
(Ｃ)－(Ｄ)

実質収支額
(Ｅ)－(Ｆ)

歳入歳出差引
残  　   額

(Ｅ)
((Ｂ)－(Ｄ))

翌年度へ繰り
越すべき財源

（Ｆ）

　決 　算 　総 　括　 表

歳　　　　　　　　　　出

－85－
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第２表

総　　　額 構成比率 差引純歳入額

国民健康保険（事業勘定）

国民健康保険（直診勘定）

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

駐 車 場 事 業

飯 綱 高 原 ス キ ー 場 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介 護 保 険 保 険 事 業 勘 定 ）

介護保険（介護サービス事業勘定）

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡 観 光 施 設 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

公 共 料 金 等 集 合 支 払

第３表

総 務 費

民 生 費

衛 生 環 境 費

労 働 費

農 林 業 費

商 工 観 光 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

国 民 健 康 保 険

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

駐 車 場 事 業

飯 綱 高 原 ス キ ー 場 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介 護 保 険

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡 観 光 施 設 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

公 共 料 金 等 集 合 支 払

合　　　　　　　計

区　分　

繰 越 明 許 費

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計

合　　　　　　　計

　会計別

特　　別　　会　　計

純　　　計　

区　分　 歳　　　　　　　　入

内

訳

　会計別 重複計算控除額

一　　般　　会　　計

内

訳

翌　　年　　度　　繰　　越　　

各　　会　　計　　の　

継続費逓時繰越
歳入歳出差引剰余金

－86－
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　決　　算　　額
（単位　円・％）

総　　　額 構成比率 差引純歳出額

△ 8,451,764,412

△ 3,134,309,614

△ 96,975,703

△ 61,988,374

△ 106,434,049

△ 4,155,687,649

△ 66,547,020

△ 906,041,427

（単位　円）

　　財　　源

事 故 繰 越

　剰　　余　　金

翌 年 度 繰 越 額
地方自治法の規定による

基金繰入額

純歳入純歳出差引額
歳　　　　　　　　出

重複計算控除額

実 質 収 支 額

－87－
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第４表
区  分

款  別 金　　額
構成
比率

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債 △ 119,600,000

計

国 民 健 康 保 険

住宅新築資金等貸付事業

駐 車 場 事 業

飯綱高原スキー場事業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介 護 保 険

授 産 施 設

鬼無里大岡観光施設事業

後 期 高 齢 者 医 療

公 共 料 金 等 集 合 支 払

計

－ －

※特別会計については、総額による。

特

別

会

計

計
会
計
別

一

般

会

計

構成
比率

継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

合　　　　　　計

歳　　入　　款　　別　　

予　　　算　　　現　　　額

当初予算額 補正予算額
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（単位　円・％）

－ － － －

調定額
に対す
る比率

構成
比率金　　額

収 入 未 済 額

金　　額
構成
比率

調定額
に対す
る比率

調定額
に対す
る比率

金　　額

調　定　額

予算
現額に
対する
比率

収　入　済　額

構成
比率

　　一　　　覧　　　表

予算
現額に
対する
比率

不 納 欠 損 額

金　　額
構成
比率
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第５表

区  分

款  別 金    額
構成
比率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 環 境 費

労 働 費

農 林 業 費

商 工 観 光 費

土 木 費

消 防 費 △ 44,552,000

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

計

国 民 健 康 保 険

住 宅 新 築 資 金 等
貸 付 事 業

駐 車 場 事 業

飯綱高原スキー場
事 業

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

介 護 保 険

授 産 施 設

鬼 無 里 大 岡 観 光
施 設 事 業

後期高齢者医療

公 共 料 金 等
集 合 支 払

計

－ －

※特別会計については、総額による。

一

般

会

計

特

別

会

計

合　　　　　　計

歳　　出　　款　　別　　

予　　　算　　　現　　　額

当初予算額 補正予算額
構成
比率

継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

計
会
計
別

予備費支出
及び流用増減
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（単位　円・％）

－ －

　　一　　　覧　　　表

金　　額 繰越明許費

支　出　済　額

予算
現額に
対する
比率

事故繰越

翌　年　度　繰　越　額

継続費逓時繰越
構成
比率

不　　用　　額

金　　額
構成
比率

予算
現額に
対する
比率

－91－



― 94 ―

性　質　別　経　費　　

　（　一　般　

第６表

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計

普通建設事業費

災 害 復 旧 費

計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投資及び出資金

貸 付 金

繰 出 金

計

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

合　　　　　計

構　成　比　率

義
務
的
経
費

性質別

目的別 議

会

費

総

務

費

民

生

費

衛
生
環
境
費

労

働

費

農

林

業

費

商
工
観
光
費
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性　質　別　経　費　　

　（　一　般　

(単位　千円・％）

諸

支

出

金

合

計

構

成

比

率

　　内　訳　表

　会　計　）

土

木

費

災
害
復
旧
費

公

債

費

消

防

費

教

育

費
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款　別

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩給及び退職年金

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

合　　　　　計

議 会 費 総 務 費 民 生 費 労 働 費

（　一　般　

農林業費衛生環境費
節　別

　歳　　出　　節　　別　　

第７表の１
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構成
比率

　会　計　）

（単位　円・％）

合　　　計消 防 費 教 育 費 公 債 費商工観光費 災害復旧費土 木 費

　　集　　計　　表　〔その１〕
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（　一　般　

第７表の２

支　　　

金　　　　額 （予備費充当額） 金　　　　額

（1）報 酬

（2）給 料

（3）職 員 手 当 等

（4）共 済 費

（5）災 害 補 償 費

（6）恩 給 及 び 退 職 年 金

（7）賃 金

（8）報 償 費

（9）旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償､補填及び賠償金

償還金､利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予　　　算　　　現　　　額

（予        備        費）

合　　　　　　計

区　分

節　別

歳　　出　　節　　別　　
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　　集　　計　　表　〔その２〕

　会　計　）

（単位　円・％）

構 成 比 率 予算現額対比 前年度対比

－ －

－

翌年度繰越額 差引不用額
　出　　　　済　　　　額
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　　　　区　分

　 現年課税分 滞納繰越分 計

個 人

法 人

固 定 資 産 税

国有資産等所在
市 町 村 交 付 金

市　　税　　収　　入　　

第８表

市 民 税

固 定 資 産 税

普

通

税

税 目

目

的

税

計

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

税
別

合　　　　計

計

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

　予 算 現 額 　 調　定　額

　　　　　　収　　　　　　入　　　　　　済

－100－
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予算現額
に対する

比率

調定額
に対す
る比率

構成
比率

金　　額
調定額
に対す
る比率

現年課税分 滞納繰越分 計
予算現額
に対する

比率

調定額
に対す
る比率

－

（単位　円・％）

 状　　況　　一　　覧　　表

　額 不納欠損額 収　　入　　未　　済　　額
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自主財源及び依存　

（ 一 般　

　　　　　　　　　区　分

款　別 決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

増 減 額
前年度
対　比

市 税 △ 534,038,489

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 2,032,028,738

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入 △ 153,385,518

寄 附 金 △ 93,477,311

繰 入 金

繰 越 金 △ 2,029,075,711

諸 収 入 △ 2,284,344,880

計 △ 4,468,938,106

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 18,344,000

配 当 割 交 付 金 △ 56,131,000

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 3,385,688,000

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金 △ 3,851,177,794

県 支 出 金 △ 52,216,148

市 債

計 △ 3,850,414,056

合　　　　　計 △ 8,319,352,162

依

存

財

源

財
源
別

自

主

財

源

27　年　度

第９表の１

前 年 度 比 較26　年　度
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　財源別年度比較表

　会 計 ）
（単位　円・％）

決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

25　年　度 24　年　度 23　年　度
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特定財源及び一般　

（ 一 般　

　　　　　　　　　区　分

款　別 決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

増 減 額
前年度
対　比

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 2,012,150

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 4,361,811

県 支 出 金 △ 46,324

財 産 収 入 △ 35,121

寄 附 金 △ 96,278

繰 入 金

繰 越 金 △ 2,071,895

諸 収 入 △ 2,347,021

市 債

計 △ 6,787,673

市 税 △ 534,038

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 18,344

配 当 割 交 付 金 △ 56,131

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 3,385,688

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 19,878

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 △ 5,892

財 産 収 入 △ 118,265

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債 △ 1,466,400

計 △ 1,531,678

合　　　　　計 △ 8,319,352

＊借換債に係るものを除く

＊公私立保育所保育料は、平成27年度から使用料及び負担金に分類している

一

般

財

源

財
源
別

特

定

財

源

第９表の２

27　年　度 26　年　度 前 年 度 比 較
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　財源別年度比較表

　会 計 ）
（単位　千円・％）

決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

決　算　額
構成
比率

23　年　度25　年　度 24　年　度
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（ 特 別

　　　　　　　　　会計別

款　別 事業勘定 直診勘定

事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 民 健 康
保 険 料

国 民 健 康
保 険 税

保 険 料

使 用 料 及 び
手 数 料

診 療 収 入

分 担 金 及 び
負 担 金

繰 替 金 収 入

サ ー ビ ス
収 入

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

計

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

療 養 給 付 費 等
交 付 金

共 同 事 業
交 付 金

市 債

支 払 基 金
交 付 金

前 期 高 齢 者
交 付 金

計

自 主 財 源 及 び

第９表の３

依

存

財

源

住宅新築資金等
貸付事業

駐車場事業
財
源
別

国民健康保険

自

主

財

源

合　　計

－104－
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会 計 ）

（単位　円）

飯綱高原
スキー場事業

母子父子寡婦
福祉資金貸付事業

依 存 財 源 内 訳 表

－105－
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（ 特 別

　　　　　　　　　会計別

款　別
保険事業

勘定
介護サービス

事業勘定

事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 民 健 康
保 険 料

国 民 健 康
保 険 税

保 険 料

使 用 料 及 び
手 数 料

診 療 収 入

分 担 金 及 び
負 担 金

繰 替 金 収 入

サ ー ビ ス
収 入

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

計

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

療養給付費等交
付 金

共 同 事 業
交 付 金

市 債

支 払 基 金
交 付 金

前 期 高 齢 者
交 付 金

計

自 主 財 源 及 び

第９表の３

合　　計

授産施設
鬼無里大岡

観光施設事業

自

主

財

源

依

存

財

源

財
源
別

介護保険

－106－
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会 計 ）
（単位　円）

依 存 財 源 内 訳 表

合　計後期高齢者医療
公共料金等
集合支払

－107－
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第10表
区　分

（Ａ）
対予算
現　額

対 調
定 額

事業勘定

国民健康保険料

国民健康保険税 －

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

共同事業交付金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

直診勘定

診療収入

使用料及び手数料

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

市債

財産収入

繰越金

諸収入

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

繰入金

繰越金

諸収入

特　別　会　計　歳　入　歳　出　

歳　　　　　　　　　　入

収入未済額
収　入　済　額

予 算 現 額 調  定  額

特 別 会 計 合 計

国民健康保険

各会計款別

住宅新築資金等貸付事業

不納欠損額

駐車場事業

飯綱高原スキー場事業
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（単位　円・％）

区　分

（Ｂ） 執行率

事業勘定

総務費

保険給付費

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

介護納付金

共同事業拠出金

保健事業費

積立金

諸支出金

予備費

直診勘定

総務費

医業費

公債費

予備費

公債費

諸支出金

予備費

駐車場事業費

公債費

予備費

スキー場事業費

予備費

　執　行　状　況　一　覧　表

歳　　　　　　　　　　出
歳入歳出差引
残       額
(Ａ)－(Ｂ)予 算 現 額 不 用 額

各会計款別
翌年度繰越額

支  出  済  額

特 別 会 計 合 計

住宅新築資金等貸付事業

国民健康保険

駐車場事業

飯綱高原スキー場事業
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第10表
区　分

（Ａ）
対予算
現　額

対 調
定 額

歳　　　　　　　　　　入

収入未済額
収　入　済　額

予 算 現 額 調  定  額
各会計款別

不納欠損額

繰入金

繰越金

諸収入

保険事業勘定

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

サービス収入

繰越金 －

事業収入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金 －

繰越金

諸収入

使用料及び手数料

財産収入 －

繰入金

繰越金

諸収入

介護サービス事業勘定

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介護保険

授産施設

鬼無里大岡観光施設事業
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（単位　円・％）

区　分

（Ｂ） 執行率

歳　　　　　　　　　　出
歳入歳出差引
残       額
(Ａ)－(Ｂ)予 算 現 額 不 用 額

各会計款別
翌年度繰越額

支  出  済  額

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

諸支出金

保険事業勘定

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

諸支出金

介護サービス事業勘定

総務費

サービス事業費

授産施設事業費

総務費

事業費

予備費

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

介護保険

授産施設

鬼無里大岡観光施設事業
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第10表
区　分

（Ａ）
対予算
現　額

対 調
定 額

歳　　　　　　　　　　入

収入未済額
収　入　済　額

予 算 現 額 調  定  額
各会計款別

不納欠損額

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

繰替金収入

公共料金等集合支払

後期高齢者医療
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（単位　円・％）

区　分

（Ｂ） 執行率

歳　　　　　　　　　　出
歳入歳出差引
残       額
(Ａ)－(Ｂ)予 算 現 額 不 用 額

各会計款別
翌年度繰越額

支  出  済  額

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

予備費

集合支払費

公共料金等集合支払

後期高齢者医療
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